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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高 (百万円) 70,001 73,208 78,081 80,786 83,561

経常利益 (百万円) 3,684 3,788 4,577 5,387 5,577

当期純利益 (百万円) 1,539 1,902 2,416 2,789 3,085

純資産額 (百万円) 15,564 17,141 19,698 21,752 23,924

総資産額 (百万円) 42,153 43,213 45,724 48,520 51,692

１株当たり純資産額 (円) 852.17 940.18 1,080.481,194.851,312.58

１株当たり当期純利益 (円) 81.80 103.16 131.21 153.22 169.47

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.9 39.7 43.1 44.8 46.2

自己資本利益率 (％) 10.3 11.6 13.1 13.5 13.5

株価収益率 (倍) 13.5 12.9 13.2 12.9 10.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,572 2,251 3,039 2,832 3,994

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 1,582 △ 748 △ 894 △ 1,424 △ 4,434

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 665 △ 1,916 △ 902 △ 483 △ 703

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 2,732 2,318 3,565 4,491 3,344

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
976
(254)

967
(264)

962
(259)

974
(263)

1,021
(307)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。

３　第55期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９日)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日)を適用しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

売上高 (百万円) 67,494 70,754 72,442 74,442 77,099

経常利益 (百万円) 3,583 3,681 4,194 4,890 5,210

当期純利益 (百万円) 1,513 1,886 2,267 2,466 2,921

資本金 (百万円) 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200

発行済株式総数 (千株) 19,360 19,360 19,360 19,360 19,360

純資産額 (百万円) 15,734 17,307 19,672 21,389 23,390

総資産額 (百万円) 41,962 43,088 45,090 47,274 50,037

１株当たり純資産額 (円) 861.46 949.34 1,079.051,174.911,284.81

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)
23.00
(9.00)

23.00
(9.00)

25.00
(11.50)

28.00
(13.00)

37.00
(17.00)

１株当たり当期純利益 (円) 80.37 102.28 122.99 135.45 160.46

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.5 40.2 43.6 45.2 46.7

自己資本利益率 (％) 10.0 11.4 12.3 12.0 13.0

株価収益率 (倍) 13.8 13.0 14.1 14.5 10.6

配当性向 (％) 28.6 22.5 20.3 20.7 23.1

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
855
(247)

851
(249)

841
(238)

839
(242)

844
(281)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。

３　第52期の１株当たり配当額は、市場第一部上場記念配当５円を含んでおります。

４　第53期の１株当たり配当額は、特別配当５円を含んでおります。

５　第54期の１株当たり配当額は、特別配当２円を含んでおります。

６　第55期の１株当たり配当額は、特別配当２円を含んでおります。

７　第56期の１株当たり配当額は、記念配当３円を含んでおります。

８　第55期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17年12月９日)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号　平成17

年12月９日)を適用しております。
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２ 【沿革】

昭和27年５月 日本ケース株式会社を設立、紙器・洋服箱の販売を開始。

昭和30年７月 東大阪市に花園工場を新設。段ボールから洋服箱まで、自社一貫生産を開始。

昭和32年５月 紙製手提袋の生産を開始。

昭和32年12月 神戸営業所(現・神戸支社)を開設。

昭和33年６月 名古屋営業所(現・名古屋支社)を開設。

昭和34年９月 東大阪市に鴻池工場(現・大阪工場)を新設。製造設備の拡大を図る。

昭和35年８月 福岡支社および京都営業所(現・京都支社)を開設。

昭和36年３月 東京支社(現・東京本部)を開設。

昭和39年９月 鴻池工場拡張工事完了、花園工場を移転。本格的な多角生産、管理体制を確立。

昭和40年７月 札幌営業所(現・北海道支社)を開設。

昭和41年５月 広島営業所(現・広島支社)を開設。

昭和42年５月 岡山営業所(現・岡山支社)、高松営業所(現・四国支社)を開設。

昭和43年４月 仙台営業所(現・東北支社)を開設。

昭和44年９月 大和郡山市に段ボール専門工場として奈良工場を新設。浦和市に浦和工場を新設。

昭和49年８月 ポリ袋の生産を開始。

昭和54年９月 坂戸市に関東工場(現・埼玉工場)を新設。浦和工場を移転。

昭和58年７月 社名をザ・パック株式会社に変更。

昭和62年１月 横浜営業所(現・横浜支社)を開設。

昭和62年11月 米国にザ・パックアメリカコーポレーション(現・連結子会社)を設立。

平成元年12月 ザ・パックアメリカコーポレーション　カンザス工場を新設。

平成３年８月 日立市に茨城工場を新設。

平成３年９月 大阪証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成７年３月 創業者森田重成社長永眠。

平成８年１月 ㈱ザ・ニコルス(現・連結子会社)を設立。

平成10年１月 関東支店(現・関東支社)を開設。

平成11年１月 茨城工場が、ISO14001(環境)認証を取得。

平成11年12月 本社が、ISO14001(環境)認証を取得。

平成12年４月 奈良工場がISO9001(品質)認証を取得。

平成13年９月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成13年10月 大阪、埼玉、茨城の３工場がISO9001(品質)認証を取得。

平成14年４月 奈良工場がISO14001(環境)認証を取得。

平成14年10月 大阪、埼玉の２工場がISO14001(環境)認証を取得。

平成15年６月 東京証券取引所、大阪証券取引所市場第一部に株式を上場。

平成15年10月 ㈱京浜特殊印刷(現・連結子会社)を設立。

平成15年12月 中国上海事務所を開設。

平成18年３月 中国に特百嘉包装品貿易(上海)有限公司(現・連結子会社)を設立。

平成18年11月 ISO14001(環境)　全事業所拡大認証取得。

平成19年４月 日幸印刷株式会社の株式を追加取得(現・連結子会社)。

平成19年８月 中国に特百嘉包装制品(常熟)有限公司(現・連結子会社)を設立。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社及び連結子会社６社の合計７社で構成しております。

また、当社グループが展開している事業活動は、紙加工品、化成品及びその他の商品の製造・販売を主と

し、かつ、その事業に関する研究・物流及びサービス等であります。

当社グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。

　
事業の種類別
セグメントの
名称

事業の内容 会社名

紙加工品

事業

紙袋、印刷紙器、洋服箱、段ボール、段ボール箱、値札、カレン

ダーなどの製造、仕入及び販売

当社

㈱京浜特殊印刷

日幸印刷㈱

ザ・パックアメリカコーポレーション

特百嘉包装品貿易（上海）有限公司

特百嘉包装制品（常熟）有限公司

化成品事業 ポリ袋、テーラーバッグなどの製造、仕入及び販売 当社

ザ・パックアメリカコーポレーション

特百嘉包装品貿易（上海）有限公司

その他事業 ギフト品、繊維品、用度品、デザイン制作、宣伝広告用品などの

製造、仕入及び販売

当社

㈱ザ・ニコルス

ザ・パックアメリカコーポレーション

ザ・パックアメリカコーポレーションは、米国法人であり、現地生産を主に、海外仕入を従としており、一

部日本からの仕入があります。また、販売先は米国とカナダを主としております。

今期において日幸印刷株式会社の株式を追加取得し、100％子会社化しております。また中国には特百嘉

包装制品（常熟）有限公司を設立いたしました。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
又は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)

ザ・パックアメリカ
コーポレーション

アメリカ国
ニューヨーク州
ニューヨーク市

百万ドル
8紙加工品事業 100.0

パッケージサンプル等の購入
役員の兼任　社員の出向

㈱ザ・ニコルス
大阪市
東成区

30その他事業 100.0
当社製品・商品の販売
役員の兼任　社員の出向　設備の賃貸

㈱京浜特殊印刷
大阪市
東成区

10紙加工品事業 100.0
当社製品・商品の販売、紙加工品の購入
役員の兼任　社員の出向　設備の賃貸

日幸印刷株式会社
大阪府
東大阪市

20紙加工品事業 100.0
当社製品・商品の販売、紙加工品の購入
役員の兼任　社員の出向　資金の貸付　設備
の賃貸

特百嘉包装品貿易
(上海)有限公司

中国
上海市

千ドル
500
紙加工品事業
化成品事業

100.0
紙加工品、化成品の購入
役員の兼任

特百嘉包装制品
(常熟)有限公司

中国
江蘇省

千ドル
2,500

紙加工品事業 90.0
紙加工品の購入
役員の兼任　社員の出向

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　特定子会社はザ・パックアメリカコーポレーションであります。

３　当社は中国における生産拠点として特百嘉包装制品(常熟)有限公司を設立いたしました。当該子会社の資本金

の額が当社の資本金の額の100分の10以上に相当し、当社の特定子会社に該当することになりました。

４　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成19年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

紙加工品事業 676(182)

化成品事業 149( 66)

その他事業 84( 32)

全社共通 112( 27)

合計 1,021(307)

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を(　)外数で記載しております。

２　上記の他、執行役員９名が在籍しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成19年12月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

844(281) 40.2 18.0 6,146,021

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を(　)外数で記載しております。

２　上記の他、執行役員９名、子会社等への出向者27名が在籍しております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社および当社企業グループの従業員は労働組合を結成しておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、前半は堅調な設備投資や雇用環境の改善などにより、緩やかな

回復基調で推移しましたが、後半には、原油・原材料価格の高騰による諸物価の値上がり、サブプライム

問題による米国経済減速の波及や株価下落の影響により、個人消費が伸び悩み、景気回復の実感が極めて

弱い状況となりました。

　このような状況のなか、当社グループは、会社創立55周年を迎えた今年度のスローガンを「謙虚にして

驕らず更なる発展」を定め、経営を進めてまいりました。

　営業面では、原材料値上げに伴う価格修正を主眼に、管理面では品質の向上、物流経費等費用の圧縮やコ

スト削減に取り組み、業績の向上に努めてまいりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は、前期比3.4％増加の835億61百万円となり、営業利益は前期比

1.6％増加の53億71百万円、経常利益は前期比3.5％増加の55億77百万円、当期純利益は前期比10.6％増加

の30億85百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　紙加工品部門

当社グループ売上高の56.8％を占めるこの部門では、紙袋（対連結売上高構成比29.9％）は新規お

得意先の開拓、旧規お得意先の深耕で今期も特に高級品が好調に推移し、平成18年８月から業務を開始

しました中国子会社も売上に貢献いたしました。その結果、紙袋の連結売上高は250億10百万円（前期

比5.0％増加）となりました。

　紙器（同上構成比14.7％）は、デザイン力、企画力を駆使して食品関連など新規市場の開拓を進めた

結果、連結売上高は122億98百万円（前期比4.2％増加）となりました。

また、段ボール（同上構成比10.0％）は、価格修正が比較的順調で、連結売上高は83億38百万円（前期

比6.1％増加）となりました。

　印刷（同上構成比2.2％）は平成19年４月に日幸印刷株式会社を子会社化したこともあり、連結売上

高は18億14百万円（前期比25.8％増加）となりました。

　以上により、この部門の連結売上高は474億62百万円（前期比5.7％増加）となりました。

②　化成品部門

当社グループ売上高の22.0％を占めるこの部門では、今期も、引き続き原材料価格上昇に伴う低収益

品の見直しや価格修正を行いましたが、ポリ袋の減収を補うまでにはいたらず、この部門の連結売上高

は183億92百万円（前期比4.1％減少）となりました。

③　その他部門

ギフト品、繊維品等当社グループ売上高の21.2％を占めるこの部門では、今期もＰＡＳシステムに係

わる用度品が順調に推移したことに加え、レジ袋に替わるマイバッグ需要に的確に対応しました結果、

この部門の連結売上高は177億５百万円（前期比6.1％増加）となりました。　
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、資金という。）は、前連結会計年度末に比べ11

億46百万円減少し、33億44百万円（前連結会計年度比25.5％減少）となりました。

　

 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益54億82百

万円、減価償却費８億78百万円、売上債権４億34百万円、仕入債務６億88百万円の増加及び法人税等の

支払額22億25百万円を主な原因として、39億94百万円の増加(前連結会計年度は28億32百万円の増加、

前連結会計年度比41.0％の増加)となりました。

　

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、主に生産設備の更新合理化等によ

る固定資産取得19億69百万円の支出と、有価証券の運用による25億50百万円の増加を主な理由として、

44億34百万円の減少(前連結会計年度は14億24百万円の減少)となりました。

　

 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の増加５億円及び配当

金の支払５億88百万円により、７億３百万円の減少(前連結会計年度は４億83百万円の減少)となりま

した。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

紙加工品事業 19,224 107.5

化成品事業 2,168 98.1

その他事業 533 88.6

合計 21,925 105.9

(注) １　金額は製造原価で計算しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称
受注高
(百万円)

前年同期比
(％)

受注残高
(百万円)

前年同期比
(％)

紙加工品事業 47,235 104.7 2,919 92.8

化成品事業 18,311 94.7 879 91.6

その他事業 3,762 96.6 893 118.6

合計 69,309 101.4 4,692 96.6

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　その他事業の一部は受注生産を行っておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

紙加工品事業 47,462 105.7

化成品事業 18,392 95.9

その他事業 17,705 106.1

合計 83,561 103.4

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

(1) 当面の対処すべき課題の内容等

　当社が属する業界におきましては、今後も、売上面においては景気の低迷や環境問題の影響、利益面におい

ては原油・原材料価格上昇への対応など、引き続き経営環境は厳しいことが予想されます。

　当社は、このような状況のなかで、ＣＯ２削減など環境面に配慮し、お客様にご満足いただける製品・サー

ビスの開発と品質向上に努め、グローバルな視野で市場開拓、事業の拡大を行い、業務改革を推進して利益

体質を一層強化し、業績の向上に努める所存でございます。

(２) 会社の支配に関する基本方針

①基本方針の内容

当社は、当社の企業価値は、これまで培ってきた人材、組織、設備、商品力、技術力、経営陣と従業員との信

頼関係、当社と顧客・取引先その他のステークホルダーとの信頼関係、立案・実行されてきた経営施策な

ど、当社の経営に重要不可欠な要素である有形無形の財産により形成され支えられているものと考えてお

ります。

　当社の企業価値を高め、株主共同の利益に資するためには、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者はこれらの経営要素を維持・向上しなければなりません。

　もちろん、当社は、株主は市場における自由な取引を通じて決定されることが原則であり、会社の財務及び

事業の方針の決定を支配する者は、最終的に株主全体の意思に基づき決定されるべきものと考えておりま

す。

　そのため、当社株式を大規模に買付けて当社の財務及び事業の方針の決定を支配しようとする、または当

社の財務及び事業の方針の決定に影響を及ぼそうとする特定の者もしくはグループが、当社経営陣の賛同

を得ずに一方的に株式の大規模な買付けを行う場合でも、当社の企業価値及び株主共同の利益に資するも

のであれば、これを一概に否定するものではありません。

　しかしながら、上記の経営要素を毀損するなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益が毀損されるお

それが存する場合には、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であるとして、法令及

び定款により許容される限度において相当の措置を講じることといたします。

　これらをもって、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針としておりま

す。

②基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は「愛し愛され」を社是とし、「人を大切にし、人を育てる経営」を指針に、「どのような環境の変

化にも対応し得る経営体質」を目指し、また地球環境問題への取組みなど、社会的責任を念頭に置きつつ、

包装の総合企業体として社会の発展と繁栄に貢献し、業績の向上に努めることを経営方針としてまいりま

した。

　当社は、昭和27年に日本ケース株式会社として設立され、洋服箱のメーカーとして事業を開始し、その後、

積極的に生産設備を増強し、扱い品目を段ボール、紙器、紙袋、化成品、印刷事業等に拡大、顧客につきまして

も当初は主に紳士服小売店であったものを百貨店・量販店等の流通小売市場、食品・家電・サニタリー等

のメーカー市場等に広げ、昭和58年には社名を現在のザ・パック株式会社に変更、海外においては、アメリ

カ、中国に子会社を設立するなど、事業を拡大してまいりました。

　その間、平成３年に大阪証券取引所市場第二部へ株式を上場、平成13年に東京証券取引所市場第二部、平成

15年には東京・大阪証券取引所市場第一部へ上場いたしました。
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　これらの業績向上や財務体質強化に努める一方、当社は従来から企業の社会的責任を強く認識し、包装文

化の発展を担う企業としての自覚のもと、昭和56年には包装資料館を設置して国内外のパッケージ研究お

よび情報発信の拠点とした他、平成５年にはザ・パックフォレスト基金を設立して森林保護及び植林活動

を推進し、主力事業におきましては環境対応新商品及び新技術の開発に積極的に取組んでまいりました。

　平成11年には、

　・環境対応ＮＯ．１の会社になろう

　・品質ＮＯ．１の会社になろう

　・コストＮＯ．１の会社になろう

　・世界に通用する会社になろう

　・誇りを持ち、夢を実現できる会社になろう

を全社スローガン「ザ・パック２１ビジョン」として決定し、役員・従業員が一体となって企業価値を高

める意思統一を図り、今日に至っております。

　今後も、総合包装事業を中核事業として、顧客第一主義を柱に様々な業種や規模の顧客及び消費者のニー

ズを的確に把握して対応し、株主、顧客、取引先、従業員、地域住民その他のステークホルダーのご意見を重

視し信頼関係を維持しながら、業績向上、財務体質強化、社会的責任の遂行に関する的確な中長期的計画を

立案し実行していくことを、当社及び当社グループの企業価値及び株主共同の利益を高める取組みとして

実行してまいります。

③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針が支配されることを防止するための

取組み

当社は、平成19年８月９日開催の取締役会において、当社株式の大規模買付け行為に関する対応策（以下

「本プラン」といいます）の導入を決議し、同日より発効いたしました。また、第56期定時株主総会におい

て本プランに関する議案が承認されました。

　本プランは、予め当社取締役会の承認を得ることなく当社株式の20％以上を取得する大規模買付け行為を

行おうとする者またはグループ（以下「大規模買付け者」といいます）に対し、当社が定める大規模買付

けルールの遵守を求めて、株主に大規模買付け行為に応じるか否かの適切な判断のための十分な情報及び

期間を確保し、大規模買付け者が大規模買付けルールを遵守しない場合や当社の企業価値・株主共同の利

益が毀損される可能性が高いと合理的理由に基づき判断されるなどの一定の場合には、当社取締役会が、株

主に対する責務として、対抗措置としての効果を勘案した行使条件、取得条件、行使期間等を設けた新株予

約権を無償割当するなど、必要かつ相当な措置をとることができるとするものです。

④上記③の取組みについての取締役会の判断

　当社取締役会は、上記③の取組みが、上記①の会社の支配に関する基本方針に則って策定された、当社の企

業価値を確保することを目的とした取組みであり、株主の共同の利益を損なうものではないと考えます。

　また、当社の業務執行を行う経営陣から独立した社外監査役、社外の有識者等から構成する独立委員会の

勧告を尊重して対抗措置を発動することが定められていること、当社の株主総会または当社株主総会で選

任された取締役で構成される取締役会によりいつでも本プランを廃止できること、対抗措置の発動、不発

動、中止、停止について独立委員会の勧告要件及び当社取締役会の決議もしくは判断の合理的な客観的要件

が定められていることなどから、取締役の地位の維持を目的とする恣意的な判断や発動を防止するための

仕組みをもった取組みであると考えております。
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４ 【事業等のリスク】

本有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重大な影響

を及ぼす可能性のある事項には次のようなものがあります。なお、本項において将来に関する事項が含まれ

ておりますが、当該事項は当連結会計年度末において判断したものであります。当社グループはこれらのリ

スク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存です。

(1) 国内需要の減少及び市況価格の下落

当社グループの売上高は、概ね内需型産業で、国内景気動向の影響を大きく受けます。国内景気の大幅

後退による国内需要の減少及び市況価格の下落が生じた場合には、当社グループの財政状態及び経営成

績に対して悪影響を及ぼす可能性があります。

(2) 災害による影響

当社グループは、災害による影響を最小限に留めるための万全の対策をとっておりますが、災害による

すべての影響を防止・軽減出来る保障はありません。災害による影響を防止・軽減出来なかった場合、当

社グループの生産能力の低下及び製造コストの増加等により、当社グループの財政状態及び経営成績に

対して悪影響を及ぼす可能性があります。

(3) 法規制または訴訟に関するリスク

当社グループの事業は、環境規制、知的財産等の様々な法規制の適用を受けており、それらによる訴訟

等のリスクにさらされる可能性があります。

訴訟の結果によっては当社グル－プの財政状態及び経営成績に対して悪影響を及ぼす可能性がありま

す。

(4) 製造物責任

当社グループの製品につき、当社グループは製造物責任に基づく損害賠償請求の対象となっておりま

す。

現在のところ重大な損害賠償請求を受けておりませんが、将来的に直面する可能性があります。

製造物責任に係る保険(生産物賠償責任保険)に加入しておりますが、当社グループが負う可能性があ

る損害賠償責任を保障するには十分でない場合が考えられます。

(5) 原材料調達及び商品仕入

原材料調達及び商品仕入は、国内及び海外の複数のメーカーから行い、供給及び価格の安定維持に努め

ております。しかし、石油価格の高騰などにより需要供給のバランスが崩れた場合、当社グループの財政

状態及び経営成績に対して悪影響を及ぼす可能性があります。

(6) 減損会計

保有する固定資産等の使用状況等によっては、損失が発生する場合があります。　

(7) 取引先の信用リスク

取引先から当社グループへの支払いに関するリスクがあります。当社は取引信用保険など信用リスク

マネジメントに取り組んでおりますが、規模が大きい得意先の信用状況が悪化した場合、当社グループの

財政状態及び経営成績に対して悪影響を及ぼす可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループ（当社及び連結子会社）は、段ボール、紙器、紙袋、プラスチックフィルム袋（ポリ袋）等の

包装全般について“環境”と“安全”をコンセプトに新製品開発、加工技術の開発及び将来のための技術、

材料の研究を技術開発統括部を主体に各工場の技術部門が連携をとりながら進めております。

　なお、研究テーマは事業の種類別セグメントに共通しているため、セグメント別には行っておりません。当

連結会計年度における、グループ全体の研究開発費用の総額は３億67百万円であり、以下のテーマを主要課

題としております。 

①　印刷技術に関して

（a）紙器、紙袋、フィルム基材への印刷技術の向上のため、版の高精度化としてフルデジタルのＣＴＰ

（Computer To Plate、ダイレクト製版）印刷を積極的に推進し、高品位印刷確立と共に校正刷りや

版作成の過程で出されるゴミや有害物質排出の低減を進めています。また、印刷の高品位化の取組み

として印刷インキ及び設備等の開発にも取組んでおります。　

（b）印刷技術・技法に新しく高精度印刷、疑似エンボス加工を加え、高付加価値印刷表現の商品開発

に取組んでおります。

（c）フレキソ印刷をはじめ、グラビア印刷やオフセット輪転印刷の機能性付与及び、高付加価値印刷

加工技術の研究に取組んでおります。　

（d）プラスチックフィルムへの印刷は、有機溶剤を含んだインキが用いられてきましたが、人と環境

にやさしい「水性インキ」での印刷に取組んでおります。　

②　環境対応素材として

（a）素材減量化として、フィルムについては、個々の要求品質に応じた設計に伴う薄膜化技術に取組

みながら商品化を継続しております。

（b）紙製緩衝材として、再生が容易ではないプラスチック成形加工品や発砲素材などに代わるものと

して、リサイクルしやすい紙及び段ボール素材を用いた包装設計に積極的に取組み、大型家電商品か

ら小型精密機器の包装として商品化をしております。

（c）新分野開拓に向けての機能性素材（燃焼時の有害ガス削減、消臭、ＵＶカット加工等）の研究に

継続して取組んでおります。　

（d）ＰＲＴＲ法で第１種指定物質に指定されている物質において、クロロベンゼンを環境影響の低い

材料に変更する等、積極的に環境対応に取組んでおります。　

（e）非木材紙の原料であるケナフを混抄したオリジナル原紙、カスタードカラーを商品化致しまし

た。環境対応原紙を商品化することで、森林保護（フォレスト）基金に協賛することを目的としてお

ります。

（f）環境に配慮した、「エコハロー」の商品化に続き、食品残渣の茶殻を配合する事で紙の使用量を

削減し、ＣＯ２の固定化にも貢献できる「お茶殻入り紙袋」を商品化致しました。また、レジ袋削減

対応商品として「手提げ付き米袋」の商品化も行いました。

③　その他として

（a）ユニバーサルデザインパッケージの開発と商品化や機能性・利便性などニーズに応じた機能性

パッケージの開発及び生産機械の開発に取組んでおります。

（b）段ボール製パレットにつきまして、その機能性を高めるための開発を進めると共に、効率的な製

造加工を提供する研究及び商品化に取組んでおります。
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（c）小ロット短納期生産システムに対応する高速生産設備の改良と新鋭機導入、印刷時に発生する廃

棄物であるインキスラッジの減量化と再資源化について取組んでおります。

（d）これまでの形状・形式を進化させた「ＭＦ－Ｒ」「スエヒロＢＯＸ」「ＦＳ－ＢＯＸ」等の商

品化に続き更に進化させた「ＭＦ－Ｏ」「ストッパー２００７」の商品化を行いました。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

＜経営成績の状況＞

当連結会計年度における当社グループは、会社創立55周年を迎えた今年度のスローガンを「謙虚に

して驕らず更なる発展」と定め、経営を進めてまいりました。

　当期におきましては、原材料の値上がりに伴う価格修正を主眼に営業活動を行い、管理面では品質の

向上、物流経費等費用の圧縮やコスト削減に取り組みました。

　また、平成18年８月から営業を開始しました中国子会社及び当期４月に子会社化した日幸印刷株式会

社の売上への貢献や、レジ袋に替わるマイバッグ需要に的確に対応出来たこともあり、増収増益を確保

することが出来ました。

　今後とも、グローバルな視野で新たな市場開拓、事業の拡大を進めるとともに、利益重視の運営に努め

てまいります。

＜経営方針＞

当社グループは、「人を大切にし、人を育てる経営」を指針に、「どのような環境の変化にも対応し

得る経営体質」を目指し、また地球環境問題への取組みなど、社会的責任を念頭に置きつつ、包装の総

合企業体として社会の発展と繁栄に貢献し、今後とも業績の向上に努めて株主様各位のご期待にお応

えしてゆく所存でございます。

　経営基盤強化のための「環境対応」「品質」「コスト」及び「財務体質の強化」を最重点とする中

期計画を立て、「ＰＱＣ運動」を導入し、各部門、各職場ごとに年々新たな具体的課題を設定し、その達

成に取組むことによって、全社挙げてのレベルアップと人材の育成を図り、ひいては事業業績の向上に

努めております。

＜資産の状況＞

当社グループの当連結会計年度末総資産は516億92百万円で、前連結会計年度末に比べ31億71百万円

の増加となりました。内訳は、流動資産が21億70百万円、固定資産が10億１百万円の増加であります。

流動資産の増加は有価証券の増加25億50百万円、現金及び預金の減少12億16百万円が主な要因です。

　

固定資産の増加は建物及び構築物の増加12億30百万円、機械装置及び運搬具の増加４億77百万円が

主な要因です。　

＜負債及び純資産の状況＞

負債は前連結会計年度末に比べ10億円の増加となりました。支払手形及び買掛金の増加７億73百万

円、長期借入金の増加１億65百万円が主な要因です。　　

純資産は前連結会計年度末に比べ21億71百万円の増加となりました。利益剰余金の増加25億２百万

円、その他有価証券評価差額金の減少３億48百万円が主な要因です。　
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、生産設備の増強などを目的とした設備投資を継続的に実施して

おります。

当連結会計年度の設備投資の総額は2,132百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資についてそ

の主なものを示すと、次のとおりであります。

　

紙加工品事業

紙袋関係

生産能力増強及び効率生産化を目的として、製袋機に182百万円の投資を行いました。　

紙器関係

食品包装の衛生面強化を目的として、クリーン化工事に130百万円の投資を行いました。　

段ボール関係

生産能力増強及び品質向上を目的として、生産設備に194百万円の投資を行いました。　

　

紙加工品事業、化成品事業、その他事業

首都圏の営業拠点である東京本社ビルの新築に909百万円の投資を行いました。　

　

　

所要資金につきましては、いずれの設備投資も自己資金により充当しております。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

本社
(大阪市東成区)

全社的管理業務 その他設備 343 －
808
(2)
[0]

12 1,16439(7)

東京本部、その他24事
業所
(東京都渋谷区
その他)

販売業務 その他設備 1,298 12
2,747
(49)

55 4,113394(65)

大阪工場
(大阪府東大阪市)

紙加工品事業
紙器、洋服箱、紙袋
等生産設備

1,288 871
113
(23)

115 2,389161(51)

化成品事業 ポリ袋生産設備 206 290
28
(10)

26 551 58(32)

奈良工場
(奈良県
大和郡山市)

紙加工品事業
段ボール、段ボール
箱生産設備

260 732
394
(38)

23 1,48472(18)

埼玉工場
(埼玉県坂戸市)

紙加工品事業
紙器、洋服箱、紙袋
等生産設備

188 567
295
(12)

7 1,05992(80)

茨城工場
(茨城県日立市)

化成品事業 ポリ袋生産設備 421 126
543
(26)

10 1,10228(25)

㈱京浜特殊印刷
(横浜市瀬谷区)

紙加工品事業 印刷設備 73 98
664
(6)

8 843 3(0)
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(2) 国内子会社

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

日幸印刷㈱
(大阪府東大阪市)

紙加工品事業 印刷設備 15 207
―
(―)

0 223 44

　

(3) 在外子会社

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置及び
運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

ザ・パックアメリカ
コーポレーション
(米国)

販売業務 その他設備
―
(―)

5 5 10

紙加工品事業 紙袋生産設備 387 157
71
(22)

1 617 44

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。なお、金額には、消費税等は含ま

れておりません。

２　提出会社において土地の一部を賃借しております。年間賃借料は７百万円であります。賃借している土地の面

積については[　]に外数で記載しております。

３　提出会社、国内子会社及び在外子会社において建物の一部を賃借しております。年間賃借料は提出会社が448百

万円、国内子会社が５百万円、在外子会社が17百万円であります。

４　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を(　)外数で記載しております。

５　現在休止中の主要な機械はありません。

６　上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。

提出会社

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
年間リース料
(百万円)

大阪工場
(大阪府東大阪市)

全社(共通)
コンピュータ等Ｏ
Ａ機器

249

本社その他28事業所
(大阪市東成区その他)

販売業務その他

ＯＡ機器 108

自動車 68

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名
事業所名
(所在地)

事業の
種類別
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額
(百万円) 資金調達

方法
着手年月 完了予定年月

完成後の
増加能力

総額 既支払額

ザ・パック㈱

紙加工品事業 紙袋生産設備拡充

100 ― 自己資金 平成20年４月 平成20年６月 注２

大阪工場

(大阪府東大阪市）
150 ― 〃 平成20年７月 平成20年９月 〃

ザ・パック㈱

紙加工品事業

紙袋生産設備拡充 140 ― 〃 平成20年７月 平成20年９月 〃

埼玉工場

(埼玉県坂戸市）
紙器生産設備拡充 300 ― 〃 平成20年９月 平成20年11月 〃

ザ・パック㈱

紙加工品事業
段ボール生産設備
拡充

177 ― 〃 平成20年３月 平成20年５月 〃

奈良工場
(奈良県大和郡山市）

300 ― 〃 平成20年９月 平成20年11月 〃

特百嘉包装制品 

(常熟)有限公司

(中国江蘇省)

紙加工品事業 工場新設 113 ― 〃 平成20年１月 平成20年３月

紙袋生産

約3,500万

袋／年間

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　完成後の増加能力については、品質向上と合理化を目的としている為、記載しておりません。

　

(2) 重要な設備の除却等

 　　 経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 77,000,000

計 77,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成19年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年３月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,360,00019,360,000

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部

―

計 19,360,00019,360,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】　　

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成12年８月21日 1,760,00019,360,000 ― 2,200 ― 2,290

(注)　株式分割１：1.1
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(5) 【所有者別状況】

平成19年12月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 33 26 340 57 3 4,5555,013 ―

所有株式数
(単元)

― 47,7511,30079,46211,597 3 53,412193,5257,500

所有株式数
の割合(％)

― 24.68 0.67 41.06 5.99 0.00 27.60 100 ―

(注) 　自己株式1,154,871株は、「個人その他」に11,548単元、「単元未満株式の状況」に71株含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

財団法人森田記念福祉財団 奈良県大和郡山市池沢町321―２ 2,081 10.75

森田商事株式会社 大阪市東成区東小橋２丁目９番９号 1,013 5.24

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口４)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 890 4.60

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口)

同上 629 3.25

ザ・パック取引先持株会 大阪市東成区東小橋２丁目９番９号 626 3.23

ザ・パック社員持株会 大阪市東成区東小橋２丁目９番９号 622 3.21

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 614 3.18

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 562 2.90

大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀１丁目２番１号 528 2.73

北越製紙株式会社 新潟県長岡市西蔵王３丁目５番１号 450 2.33

計 ― 8,018 41.42

(注)　当社は、自己株式1,154千株を保有しております。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成19年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

1,154,800
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

18,197,700
181,977 ―

単元未満株式
普通株式

7,500
― 100株(１単元)未満の株式であります。

発行済株式総数 19,360,000― ―

総株主の議決権 ― 181,977 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式71株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成19年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
ザ・パック株式会社

大阪市東成区東小橋
２丁目９番９号

1,154,800― 1,154,800 5.96

計 ― 1,154,800― 1,154,800 5.96

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】　　

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】　　

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価格の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 471 1,028,975

当期間における取得自己株式 60 87,420

(注)　当期間における取得自己株式欄には平成20年３月１日から有価証券報告書提出日までに取得した株式数は含まれ

ておりません。

EDINET提出書類

ザ・パック株式会社(E00674)

有価証券報告書

19/89



(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った自己取得株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
(単位未満株式の買増請求による譲渡)

115 99,095 ― ―

保有自己株式数 1,154,871― 1,154,931―

　 (注)　保有自己株式数の当期間の欄には、平成20年３月１日から有価証券報告書提出までに取得した株式数は含まれて

おりません。

　

３ 【配当政策】

当社は、安定した配当の維持に留意すると共に、内部留保の充実にも努めて、配当を決定しております。毎

事業年度における配当の回数については、定時株主総会の決議による期末配当と取締役会の決議による中

間配当の年２回を基本方針としています。これに基づき当期は、中間配当金を１株につき17円とし、期末の

利益配当につきましては、当期の業績を鑑み、普通配当17円に創立55周年記念配当３円を加え、合計１株に

つき20円といたします。この結果年間では１株につき９円増配の37円の配当を実施いたします。

　内部留保金は、財務体質の強化および生産設備・研究開発等の資金需要に備えるものであり、将来の利益

に貢献することで、株主への安定的かつ漸増的な配当に寄与していくものと考えております。

　なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことが出来る旨を定めております。

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当

区分 決議機関 決議の年月日 配当金の総額 １株当たりの配当額

中間配当 取締役会 平成19年８月９日 309百万円 17円00銭

期末配当 株主総会 平成20年３月28日 364百万円 20円00銭

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期

決算年月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 平成19年12月

最高(円) 1,790 1,430 1,800 2,600 2,465

最低(円) 710 1,041 1,270 1,702 1,680

(注) １　当社株式は、東京証券取引所市場第二部に上場しておりましたが、平成15年６月２日から東京証券取引所市場

第一部に上場しております。

２　最高・最低株価は、平成15年５月以前は、東京証券取引所市場第二部におけるもので、６月からは東京証券取引

所市場第一部におけるものであります。
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(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 2,325 2,230 2,265 2,210 2,090 1,835

最低(円) 2,110 2,015 2,050 1,995 1,796 1,680

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
代表取締役

木　村　義　一 昭和16年８月10日生

昭和35年10月 当社入社

注3 28

昭和60年１月 九州事業部長

昭和63年３月 取締役就任

平成７年１月 常務取締役就任

平成10年３月 専務取締役就任

平成14年３月 取締役副社長就任

平成16年３月 代表取締役社長就任(現)

取締役
副社長

営業本部長 生　駒　国　雄 昭和19年６月12日生

昭和43年４月 当社入社

注3 28

昭和64年１月 印刷紙器事業部長

平成元年３月 取締役就任

平成14年１月 管理本部長

平成14年３月 常務取締役就任

平成16年２月 株式会社ザ・ニコルス代表取締役就

任(現）

平成16年３月 専務取締役就任

平成18年１月 取締役副社長就任(現）

平成18年１月 営業本部長(現)

平成18年３月 特百嘉包装品貿易(上海)有限公司菫

事長就任(現）

専務取締役
東京事業
本部長

吉　住　富士雄 昭和16年11月26日生

昭和35年３月 当社入社

注3 50

平成６年１月 大阪事業部長

平成９年３月 取締役就任

平成14年３月 常務取締役就任

平成15年１月 東京本部長

平成17年１月 東京事業本部長(現）

平成18年１月 専務取締役就任(現)

専務取締役 管理本部長 安　原　宏　光 昭和18年６月24日生

昭和41年４月 当社入社

注3 10

平成10年３月 管理本部統括部長

平成12年３月 取締役就任

平成12年３月 管理本部副本部長

平成16年３月 常務取締役就任

平成18年１月 専務取締役就任(現)

平成18年１月 管理本部長(現）

専務取締役

生産事業
本部長
技術開発
担当

中　尾　吉　計 昭和27年９月15日生

昭和50年４月 当社入社

注3 5

平成10年１月 東日本営業統括局長

平成10年３月 取締役就任

平成14年３月 常務取締役就任

平成15年１月 生産市場本部長

平成17年１月 生産事業本部長(現）

平成18年１月 技術開発担当(現）

平成19年１月 専務取締役就任(現)

平成19年４月 日幸印刷株式会社代表取締役就任

(現)

平成19年８月 特百嘉包装制品(常熟)有限公司菫事

長就任(現)

常務取締役 大阪事業
本部長

松　本　康　夫 昭和27年７月16日生

昭和50年４月 当社入社

注3 6

平成12年１月 大阪第一事業部長

平成13年３月 取締役就任

平成16年３月 常務取締役就任(現)

平成16年３月 大阪本部長

平成17年１月 大阪事業本部長(現）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)
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常務取締役
東京第三
事業部長

奥　田　良　三 昭和31年５月30日生

昭和55年４月 当社入社

注3 3

平成12年１月 東京第一事業部長

平成14年３月 取締役就任

平成18年１月 東京第二事業部長

平成18年１月 東京第四事業部長

平成20年１月 常務取締役就任（現）

平成20年１月 東京第三事業部長（現）

平成20年２月 株式会社京浜特殊印刷代表取締役就

任(現)

常務取締役
東京第一
事業部長

稲　田　光　男 昭和31年12月11日生

昭和55年４月 当社入社

注3 3

平成15年１月 東京第二事業部長

平成16年３月 取締役就任

平成16年11月 ザ・パックアメリカコーポレーショ

ン取締役会長就任（現）

平成18年１月 東京第一事業部長(現）

平成20年１月 常務取締役就任（現）

常務取締役
段ボール　　　
事業部長

小　林　泰　正 昭和23年６月３日生

昭和46年３月 当社入社

注3 3

平成14年５月 段ボール第一事業部長

平成17年３月 執行役員

平成20年１月 常務執行役員（現）

平成20年１月 段ボール事業部長（現）

取締役
管理本部
副本部長

福　原　基　二 昭和24年８月24日生

昭和48年３月 当社入社

注3 6

平成11年１月 大阪製造事業部長

平成13年３月 取締役就任(現)

平成16年３月 開発本部長

平成18年１月 東京製造事業部長

平成20年１月 管理本部副本部長(現）

取締役 上　野　義　昭 昭和21年１月１日生

昭和40年４月 当社入社

注3 9

平成11年１月 段ボール第二事業部長

平成14年３月 取締役就任(現)

平成16年３月 大阪製造事業部長

平成18年１月 物流統括部長

平成19年８月 特百嘉包装制品(常熟)有限公司総経

理就任（現）

取締役
東京製造
事業部長

寺　岡　由　則 昭和29年10月４日生

昭和48年３月 当社入社

注3 4

平成11年４月 東京製造事業部長

平成14年３月 取締役就任(現)

平成18年１月 大阪製造事業部長

平成20年１月 東京製造事業部長(現）

取締役
中四国
事業部長

木　森　啓　至 昭和26年８月５日生

昭和49年４月 当社入社

注3 5
平成13年１月 大阪第二事業部長

平成16年３月 取締役就任(現)

平成19年１月 中四国事業部長（現）

取締役
相談役
非常勤

森　田　和　子 昭和３年９月９日生

昭和27年５月 当社入社

注3 70

昭和40年１月 管理本部副本部長

昭和61年３月 取締役就任

平成７年３月 代表取締役会長就任

平成７年４月 森田商事株式会社代表取締役社長就

任（現）

平成７年６月 財団法人森田記念福祉財団理事長就

任（現）

平成10年３月 取締役相談役就任(現)

常勤監査役 中　澤　澄　夫 昭和16年10月11日生

昭和35年８月 当社入社

注4 8
平成５年５月 主計部部長

平成11年10月 主計部主幹

平成14年３月 常勤監査役就任(現)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

常勤監査役 山　本　清　一 昭和23年７月15日生

昭和42年４月 当社入社

注5 7
平成12年１月 東京第二事業部長

平成14年３月 取締役就任

平成18年３月 常勤監査役就任(現)
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監査役 前　田　　　豊 昭和23年６月17日生

昭和50年３月 公認会計士、税理士登録

注5 1昭和51年４月 前田公認会計士事務所開設(現)

平成15年３月 監査役就任(現)

監査役 河　内　　　保 昭和23年９月21日生

昭和51年４月 弁護士登録、大阪弁護士会入会

注6 0
平成10年10月 文殊総合法律事務所所長（現）

平成13年４月 大阪弁護士会副会長

平成18年３月 監査役就任(現)

計 253

　 (注) １　監査役　前田　豊、及び河内　保は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務遂行の監督機能と各事業部の業務執行

機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。

執行役員は10名で、営業本部室長　永嶋正朗、大阪第三事業部長　小田　進、管理本部財務部長　織田　強、大阪第

一事業部長　好村鎮夫、九州事業部長　森坪敏美、化成品事業部長　西村　豊、購買事業部長　田村隆司、管理本部

人事部長　中永義雄、奈良製造事業部長　長門石直久、管理本部総務法務部長　門戸文雄で構成されております。

３　取締役の任期は平成20年３月28日開催の定時株主総会終結の時から平成20年12月期に関する定時株主総会の

終結の時までであります。

４　当該監査役の任期は平成17年３月30日開催の定時株主総会終結の時から平成20年12月期に関する定時株主総

会の終結の時までであります。

５　当該監査役の任期は平成19年３月29日開催の定時株主総会終結の時から平成22年12月期に関する定時株主総

会の終結の時までであります。

６　当該監査役の任期は平成18年３月30日開催の定時株主総会終結の時から平成21年12月期に関する定時株主総

会の終結の時までであります。

　

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1)　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、コーポレート・ガバナンスの重要性については強く認識し、経営効率の向上、企業倫理の確立

をはかり、経営活動が適正に実施されるよう監視できる体制を整え、かつ株主の利益に与える重要な情報

については、迅速に開示することを基本方針としております。

(2)　会社の機関の内容

当社は、従来型の取締役、監査役制度を採用しており、これによりコーポレート・ガバナンスを充実さ

せてまいります。法定の取締役会に加え、役付役員による経営会議、事業部長以上による事業部会等を毎

月開催し、状況に応じた迅速な意思決定と全社への浸透を図り、平成17年４月より執行役員制度を導入し

て、より一層機動的な業務遂行を行っております。

　取締役の員数は15名以内としております。また、取締役の選任については議決権の１/３以上を有する株

主が出席して、その議決権の過半数の決議によることとしております。

　監査役は期末時点で４名であり、内２名は社外監査役であります。なお、社外監査役は、当社との間には

取引関係その他の利害関係はありません。監査役会は定期的に開催しております。

(3)　内部監査及び監査役監査の状況

監査役は、監査方針に基づき各部門の監査、ヒヤリング等を行い、会計監査人及び監査室と連携して、取

締役の業務執行を監査しております。また、監査役は取締役会をはじめ経営会議、事業部会など主要な会

議に出席しております。
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また、当社の中にある監査室(期末時点　人員２名)は、当社の業務執行に関する内部監査を定期的に実

施しております。

　
　

当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要は下図のとおりです。

　

　

(4)　リスク管理体制

リスク管理体制につきましては、リスクを未然に予防することを含め、各業務部門における業務・経営

・市場・信用等のあらゆる面のリスクを捉え、自然災害から人為的なリスク、社内外でのリスク等を正確

に把握、分析、対処していく体系的なリスク管理体制の整備に取組んでおります。

(5)　会計監査の状況

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名 継続監査年数

業務執行社員
田原　準平

新日本監査法人
―

山田　　晃 ―

　　　　　なお、監査業務に関わる補助者は、公認会計士４名、その他９名であります。

(注) １　継続監査年数については、７年を超える者がいない為、記載を省略しております。

２　同法人は、業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置

をとっております。
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(6)　社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

当社の取締役はすべて社内取締役であります。

社外監査役は２名であり、当社との人的関係、資本的関係、取引関係、その他の利害関係はありません。

(7)　役員報酬の内容

　取締役 334百万円

　監査役 42百万円 (内、社外２名　12百万円)

(8)　監査報酬の内容

　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 20百万円

上記以外の業務に基づく報酬(財務報告に係る内部統制の評価作業
に関する助言業務)

5百万円

(9)　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①当社は自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂

行することを可能にするため、会社法165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等

により自己株式を取得することができる旨を定款で定めております。

②会社法第454条第５項に定める規定に基づき、取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨定

款で定めております。これは剰余金の中間配当を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利

益還元を行うことを目的とするものであります。

(10)　株主総会の特別決議要件

当社は会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款

に定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日)及び第55期事業年度(平成18年１月１

日から平成18年12月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年１

月１日から平成19年12月31日まで)及び第56期事業年度(平成19年１月１日から平成19年12月31日まで)は

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、新日

本監査法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 4,611 3,394

　２　受取手形及び売掛金 ※１ 22,125 22,649

　３　有価証券 ― 2,550

　４　たな卸資産 4,645 4,822

　５　繰延税金資産 206 195

　６　その他 93 241

　７　貸倒引当金 △ 40 △ 42

　　　流動資産合計 31,64165.2 33,81165.4

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※２

　 (1)　建物及び構築物 3,253 4,484

　 (2)　機械装置及び運搬具 2,587 3,065

　 (3)　工具・器具及び備品 201 208

　 (4)　土地 5,679 5,666

　 (5)　建設仮勘定 419 63

　　　有形固定資産合計 12,14225.0 13,48826.1

　２　無形固定資産 157 0.3 162 0.3

　３　投資その他の資産

　 (1)　投資有価証券 3,402 2,869

　 (2)　繰延税金資産 552 670

　 (3)　その他 759 793

　 (4)　貸倒引当金 △ 134 △ 102

　　　投資その他の資産合計 4,5799.5 4,2308.2

　　　固定資産合計 16,87934.8 17,88034.6

　　　資産合計 48,520100.0 51,692100.0
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　 前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※１ 19,854 20,628

　２　短期借入金 730 515

　３　未払法人税等 1,502 1,531

　４　賞与引当金 159 164

　５　役員賞与引当金 30 30

　６　その他 1,785 1,956

　　　流動負債合計 24,06249.6 24,82648.0

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ― 165

　２　退職給付引当金 2,490 2,509

　３　役員退職慰労引当金 210 262

　４　その他 3 4

　　　固定負債合計 2,7045.6 2,9415.7

　　　負債合計 26,76755.2 27,76853.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,2004.5 2,2004.3

　２　資本剰余金 2,2904.7 2,2974.4

　３　利益剰余金 17,50636.1 20,00838.7

　４　自己株式 △ 994△ 2.0 △ 995△ 1.9

　　　株主資本合計 21,00143.3 23,51145.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

862 1.8 514 1.0

　２　繰延ヘッジ損益 ― ― 10 0.0

　３　為替換算調整勘定 △ 111△ 0.3 △ 139△ 0.2

　　　評価・換算差額等
　　　合計

751 1.5 384 0.8

Ⅲ　少数株主持分 ― ― 28 0.0

　　　純資産合計 21,75244.8 23,92446.3

　　　負債及び純資産合計 48,520100.0 51,692100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 80,786100.0 83,561100.0

Ⅱ　売上原価 ※５ 62,18877.0 64,68377.4

　　　売上総利益 18,59723.0 18,87822.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１
※５

13,30816.5 13,50616.2

　　　営業利益 5,2896.5 5,3716.4

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 69 75

　２　受取配当金 43 53

　３　賃貸料 58 42

　４　為替差益 ― 36

　５　その他 36 207 0.3 46 252 0.3

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 28 25

　２　為替差損 44 ―

　３　損害賠償金 17 2

　４　売上債権売却損 6 12

　５　損失補填金 5 0

　６　その他 6 109 0.1 6 47 0.0

　　　経常利益 5,3876.7 5,5776.7

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※２ 12 112

　２　投資有価証券売却益 23 8

　３　貸倒引当金戻入益 27 63 0.1 ― 120 0.2

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※３ 0 11

　２　固定資産除却損 ※４ 71 190

　３　投資有価証券売却損 ― 2

　４　投資有価証券評価損 4 2

　５　電話加入権評価損 23 ―

　６　会員権等評価損 ― 3

　７　減損損失 ※６ 369 ―

　８　役員退職慰労金 ― 468 0.6 4 215 0.3

　　　税金等調整前当期純利益 4,9826.2 5,4826.6

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

2,219 2,208

　　　法人税等調整額 △ 26 2,1932.7 189 2,3972.9

　　　当期純利益 2,7893.5 3,0853.7
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日残高(百万円) 2,200 2,290 15,227 △993 18,723

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当（注１） △482 △482

　当期純利益 2,789 2,789

　自己株式の取得 △0 △0

　役員賞与（注２） △28 △28

　株主資本以外の項目の連結会計
　年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― ― 2,278 △0 2,278

平成18年12月31日残高(百万円) 2,200 2,290 17,506 △994 21,001

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日残高(百万円) 1,100 △125 975 19,698

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当（注１） △482

　当期純利益 2,789

　自己株式の取得 △0

　役員賞与（注２） △28

　株主資本以外の項目の連結会計
　年度中の変動額(純額)

△238 13 △224 △224

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△238 13 △224 2,053

平成18年12月31日残高(百万円) 862 △111 751 21,752

（注）１ 平成18年３月の定時株主総会における利益処分による剰余金の配当245百万円及び当連結会計年度の中間期

末の剰余金の配当金236百万円であります。

 ２ 平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高(百万円) 2,200 2,290 17,506 △994 21,001

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △582 △582

　当期純利益 3,085 3,085

　自己株式の取得 △8 △8

　自己株式の処分 7 7 15

　株主資本以外の項目の連結会計
　年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― 7 2,502 △0 2,509

平成19年12月31日残高(百万円) 2,200 2,297 20,008 △995 23,511

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) 862 ― △111 751 ― 21,752

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △582

　当期純利益 3,085

　自己株式の取得 △8

　自己株式の処分 15

　株主資本以外の項目の連結会計
　年度中の変動額(純額)

△348 10 △28 △366 28 △338

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△348 10 △28 △366 28 2,171

平成19年12月31日残高(百万円) 514 10 △139 384 28 23,924
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　１　税金等調整前当期純利益 4,982 5,482

　　　２　減価償却費 831 878

　　　３　のれん償却費 ― 9

　　　４　貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 24 4

　　　５　賞与引当金の増減額(△は減少) 3 △ 0

　　　６　役員賞与引当金の増減額(△は減少) 30 △ 0

　　　７　退職給付引当金の増減額(△は減少) 75 △ 13

　　　８　役員退職慰労引当金の増減額
          (△は減少)

△ 104 △ 45

　　　９　受取利息及び受取配当金 △ 112 △ 128

　　　10　支払利息 28 25

　　　11　固定資産売却益 △ 12 △ 112

　　　12　電話加入権評価損 23 ―

　　　13　固定資産売却損 0 11

　　　14　固定資産除却損 71 190

　　　15　減損損失 369 ―

　　　16　投資有価証券売却益 △ 23 △ 8

　　　17　投資有価証券売却損 ― 2

　　　18　投資有価証券評価損 4 2

　　　19　売上債権の増減額(△は増加) △ 973 △ 434

　　　20　たな卸資産の増減額(△は増加) △ 582 △ 172

　　　21　その他短期債権の増減額(△は増加) 58 △ 130

　　　22　その他長期債権の増減額(△は増加) △ 3 △ 2

　　　23　仕入債務の増減額(△は減少) 301 688

　　　24　その他短期債務の増減額(△は減少) △ 215 △ 173

　　　25　その他長期債務の増減額(△は減少) △ 0 0

　　　26　役員賞与の支払額 △ 28 ―

　　　27　その他 19 44

　　　　小計 4,721 6,117

　　　28　利息及び配当金の受取額 112 128

　　　29　利息の支払額 △ 29 △ 25

　　　30　法人税等の支払額 △ 1,972 △ 2,225

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 2,832 3,994
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　 前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　１　定期預金の預入による支出 △ 65 △ 100

　　　２　定期預金の払戻による収入 ― 176

　　　３　有価証券の運用による増減額
          (△は減少)

― △ 2,550

　　　４　資金の貸付による支出 △ 117 △ 116

　　　５　資金の回収による収入 109 104

　　　６　有形固定資産の取得による支出 △ 744 △ 1,969

　　　７　有形固定資産の売却による収入 84 199

　　　８　無形固定資産の取得による支出 △ 18 △ 29

　　　９　投資有価証券の取得による支出 △ 595 △ 73

　　　10　投資有価証券の売却による収入 25 24

　　　11　連結範囲の変更を伴う子会社株式の
　　　　　取得による収入

― 31

　　　12　その他 △ 102 △ 131

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,424 △ 4,434

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　１　短期借入金増減額(△は減少) 354 △ 396

　　　２　長期借入による収入 ― 500

　　　３　長期借入金の返済による支出 △ 354 △ 232

　　　４　親会社による配当金の支払額 △ 482 △ 588

　　　５　自己株式売買による収支 △ 0 14

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 483 △ 703

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △ 3

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 925 △ 1,146

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 3,565 4,491

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 4,491 3,344
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ４社

連結子会社は「第１ 企業の概況　４ 関係

会社の状況」に記載しているため省略し

ております。

特百嘉包装品貿易(上海)有限公司は平成

18年３月27日の設立に伴い当連結会計年

度より連結子会社となりました。

連結子会社の数 ６社

連結子会社は「第１ 企業の概況　４ 関係

会社の状況」に記載しているため省略し

ております。

当連結会計年度において日幸印刷株式会

社の株式を追加取得して100％子会社化

し、また、中国に生産拠点として特百嘉包

装制品(常熟)有限公司を平成19年８月７

日に設立し、両社を連結子会社としており

ます。

２　持分法の適用に関する事項 非連結子会社及び関連会社はありません。 同左

３　連結子会社の事業年度等に関する

事項

連結子会社のうち、ザ・パックアメリカ

コーポレーションの決算日は10月31日で

あります。連結財務諸表の作成にあたって

は10月31日現在の財務諸表を使用し、連結

決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っておりま

す。

同左

４　会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　……決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券

　　　満期保有目的の債券

　　　　償却原価法(定額法)

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

同左

　　　　時価のないもの

　　　　……移動平均法による原価法

　　　　時価のないもの

同左

　②　デリバティブ

　　　……時価法

　②　デリバティブ

同左

　③　たな卸資産

　　　……主として総平均法による低価法

　③　たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　有形固定資産

　　①　親会社及び国内連結子会社

　　　　……定率法

　　　　但し、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)については定額法

によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　有形固定資産

　　①　親会社及び国内連結子会社

　　　建物(建物付属設備を除く)

　 ⅰ 平成10年３月31日以前に取　　　　　　　　　得し

たもの…旧定率法によっております。

　 ⅱ 平成10年４月１日から平成19年３月31日ま

でに取得したもの…旧定額法によってお

ります。

　 ⅲ 平成19年４月１日以降に取得したもの…定

額法によっております。

　　　建物以外(建物付属設備を含む)

　 ⅰ 平成19年３月31日以前に取得したもの…旧

定率法によっております。

項目
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　 ⅱ 平成19年４月１日以降に取得したも

の…定率法によっております。
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　　②　在外連結子会社………定額法

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ４～12年

　　②　在外連結子会社

同左

　　無形固定資産………定額法

　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

　　無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

　①　貸倒引当金

同左

　②　賞与引当金

　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、過去の支給

実績を勘案し、当連結会計年度の負担すべき実際支

給見込額を計上しております。

　②　賞与引当金

同左

　③　役員賞与引当金

　　　役員及び執行役員に支給する賞与の支払に備えるた

め、当連結会計年度末における支給見込額を計上し

ております。

　③　役員賞与引当金

同左

　④　退職給付引当金

　　　従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務および年金資産の見込

額に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

　　　また、数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法に

より翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

　④　退職給付引当金

同左

　⑤　役員退職慰労引当金

　　　役員及び執行役員に対する退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額の

100％を計上しております。

　⑤　役員退職慰労引当金

同左

　　　　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨

への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

なお、在外子会社の資産・負債および収益

・費用は在外子会社の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定に含め

ております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨

への換算の基準

同左
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(5) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件

を満たしておりますので、特例処理を採用

しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約が付されている外貨建金銭

債務については振当処理を行っておりま

す。また、金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますので特例処

理を採用しております。

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段-----金利スワップ

ヘッジ対象-----借入金の利息

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段----先物為替予約

              金利スワップ

 ヘッジ対象----外貨建金銭債務及び外貨
建予定取引

              借入金の利息

　③　ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的

で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ

対象の識別は個別契約毎に行っておりま

す。

　③　ヘッジ方針

為替相場の変動によるリスクを軽減する

ために、先物為替予約取引について、実需

の範囲内で行うこととしております。ま

た、借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っております。

　④　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たし

ているので決算日における有効性の評価

を省略しております。

　④　ヘッジ有効性評価の方法

先物為替予約については、ヘッジ対象に対

し同一通貨建による同一期日のものをそ

れぞれ振当てているため、その後の為替相

場の変動による相関関係は確保されてお

り、その判定をもって有効性の判定に代え

ておりますので、決算日における有効性の

評価を省略しております。

項目
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　また、金利スワップの特例処理の要件を

満たしておりますので、決算日における有

効性の評価を省略しております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な

事項

　　消費税等の会計処理

　　主として税抜方式によっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な

事項

　　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価

に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６　のれんの償却に関する事項 のれんはのれんが発生した都度、かつ子会

社ごとに判断し、その金額の重要性が乏し

い場合を除き、子会社の実態に基づいた適

切な償却期間において定額法により償却

することとしております。

同左
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７　連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、

要求払預金及び容易に換金可能であり、か

つ価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に満期日

又は償還日の到来する短期的な投資を計

上しております。

同左

　　 　

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
　

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）を

適用しております。これにより税金等調整前当期純利益は

369百万円減少しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規

則に基づき当該各資産の金額から直接控除しております。

―――

(役員賞与に関する会計基準)

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４

号）を適用しております。

この結果、販売費及び一般管理費が　30百万円増加し、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ同

額減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、セグメント情報の注

記に記載しております。

―――

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会

　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。　 　　 

これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は21,752

百万円であります。

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における

連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の連結財

務諸表規則により作成しております。

―――

――― (有形固定資産の減価償却の方法)

当連結会計年度より、「所得税法等の一部を改正する法

律」(平成19年３月30日　法律第６号)及び「法人税法施行

令の一部を改正する政令」(平成19年３月30日　政令第83

号)の法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得

したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変

更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

表示方法の変更

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)
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(損益計算書)

　前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表

示しておりました「損害賠償金」は営業外費用の総額の

100分の10を超えた為、区分掲記しました。

　なお前連結会計年度における「損害賠償金」の金額は３

百万円であります。

―――

　

注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

※１　期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処

理しております。したがって当連結会計年度末日が金融機

関の休日であったため次の期末日満期手形が期末残高に含

まれております。

受取手形 185百万円

支払手形 942　〃

※１　期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処

理しております。したがって当連結会計年度末日が金融機

関の休日であったため次の期末日満期手形が期末残高に含

まれております。

受取手形 219百万円

支払手形 948　〃

※２　有形固定資産の減価償却累計額

20,610百万円

※２　有形固定資産の減価償却累計額

21,601百万円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりで

あります。

主要な費目
金額
(百万円)

荷送費・運送費 3,480

給与手当 4,209

貸倒引当金繰入額 13

賞与引当金繰入額 90

役員賞与引当金繰入額 30

退職給付費用 350

役員退職慰労引当金繰入額 34

減価償却費 239

賃借料 2,370

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりで

あります。

主要な費目
金額
(百万円)

荷送費・運送費 3,496

給与手当 4,325

貸倒引当金繰入額 18

賞与引当金繰入額 94

役員賞与引当金繰入額 30

退職給付費用 334

役員退職慰労引当金繰入額 44

減価償却費 241

賃借料 2,370

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地 12百万円

機械装置 0　〃

車両運搬具 0　〃

計 12　〃

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地 42百万円

建物 64　〃

構築物 0　〃

機械装置 4　〃

車両運搬具 0　〃

計 112　〃

※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

借地権 0百万円

※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械装置 10百万円

車両運搬具 0　〃

工具器具備品 0　〃

計 11　〃

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 5百万円

構築物 1　〃

機械装置 55　〃

車両運搬具 0　〃

工具器具備品 4　〃

その他 4　〃

計 71　〃

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 130百万円

構築物 5　〃

機械装置 27　〃

車両運搬具 0　〃

工具器具備品 27　〃

計 190　〃

※５　一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究開発費

は、341百万円であります。

※５　一般管理費及び当期製造費用に含まれている研究開発費

は、367百万円であります。

※６　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産につ

いて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

山口県 遊休資産 土地 308

滋賀県 賃貸用資産 土地 60

　　　当社グループは、原則として、自社利用の事業用資産について

は所属事業所ごとに、また遊休資産等については個別物件

ごと、関係会社については会社単位にグルーピングしてお

ります。

※６　　　　　　　　　―――　

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)
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　　　近年の著しい時価の下落により、上記資産の帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(369百万円)と

して特別損失に計上しております。その内訳は、土地369百

万円であります。

　　　なお遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定して

おり、正味売却価額は不動産鑑定評価額に基づき算定して

おります。また賃貸用資産の回収可能額は使用価値により

測定しており、将来キャッシュフローを４％で割引いて算

定しております。

　　　

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株

式数に関する事項

発行済株式の種類 自己株式の種類

普通株式 普通株式

前連結会計年
度末株式数

19,360,000株 1,154,315株

当連結会計年
度増加株式数

―　株 200株

当連結会計年
度減少株式数

―　株 ―　株

当連結会計年
度末株式数

19,360,000株 1,154,515株

１　発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株

式数に関する事項

発行済株式の種類 自己株式の種類

普通株式 普通株式

前連結会計年
度末株式数

19,360,000株 1,154,515株

当連結会計年
度増加株式数

―　株 7,071株

当連結会計年
度減少株式数

―　株 6,715株

当連結会計年
度末株式数

19,360,000株 1,154,871株

(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加200株は、単元未満株式

の取得によるものであります。

(注)  普通株式の自己株式の株式数の増加471株は、単元未満株

式の買取りによるものであり、6,600株は新規連結に伴うも

のであります。

減少6,600株は連結子会社の自己株式(当社株式)の売却に

よるものであり、115株は買増請求によるものであります。

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　①平成18年３月30日開催の第54期定時株主総会において次

のとおり決議しております。

２　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　①平成19年３月29日開催の第55期定時株主総会において次

のとおり決議しております。

　　普通株式の配当に関する事項

　　（a）配当金の総額

　　　　 245,776,748円　

　　（b）１株当たりの配当額

　　　　 13円50銭　

　　（c）基準日

　　　　 平成17年12月31日　

　　（d）効力発生日

　　　　 平成18年３月31日　

　　普通株式の配当に関する事項

　　（a）配当金の総額

　　　　 273,082,275円　

　　（b）１株当たりの配当額

　　　　 15円00銭　

　　（c）基準日

　　　　 平成18年12月31日　

　　（d）効力発生日

　　　　 平成19年３月30日　

　　②平成18年８月10日開催の取締役会において次のとおり決

議しております。

　　②平成19年８月９日開催の取締役会において次のとおり決

議しております。

　　普通株式の配当に関する事項

（a）配当金の総額

　　 236,671,825円　

（b）１株当たりの配当額

　　 13円00銭　

　　普通株式の配当に関する事項

（a）配当金の総額

　　 309,486,258円　

（b）１株当たりの配当額

　　 17円00銭　

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　（c）基準日

　　 平成18年６月30日　

（d）効力発生日

　　 平成18年９月25日　

　　（c）基準日

　　 平成19年６月30日　

（d）効力発生日

　　 平成19年９月10日　
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　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力

発生日が当連結会計年度後となるもの

平成19年３月29日開催の第55期定時株主総会において次の

通り決議しております。

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力

発生日が当連結会計年度後となるもの

平成20年３月28日開催の第56期定時株主総会において次の

通り決議しております。

　　普通株式の配当に関する事項

　　（a）配当金の総額

　　　　 273,082,275円　

　　（b）配当の原資

　　　　 利益剰余金

　　（c）１株当たりの配当額

　　　　 15円00銭

　　（d）基準日

　　　　 平成18年12月31日

　　（e）効力発生日

　　　　 平成19年３月30日

　　普通株式の配当に関する事項

　　（a）配当金の総額

　　　　 364,102,580円　

　　（b）配当の原資

　　　　 利益剰余金

　　（c）１株当たりの配当額

　　　　 20円00銭　

　　（d）基準日

　　　　 平成19年12月31日　

　　（e）効力発生日

　　　　 平成20年３月31日　

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,611百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △120　〃

現金及び現金同等物 4,491百万円
　

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,394百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △50　〃

現金及び現金同等物 3,344百万円
　

　

(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

（借主側）

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

（借主側）

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具・器具
及び備品

367 197 169

機械装置
及び運搬具

92 41 50

無形固定
資産

93 66 26

合計 552 306 246

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具・器具
及び備品

281 167 114

機械装置
及び運搬具

99 55 44

無形固定
資産

76 66 10

合計 458 288 169

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。

　　　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。
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　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 87百万円

１年超 158　〃

合計 246　〃

　　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支

払利子込み法」により算定しております。

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 74百万円

１年超 94　〃

合計 169　〃

　　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支

払利子込み法」により算定しております。

　(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 99百万円

減価償却費相当額 99百万円

　(3) 支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 89百万円

減価償却費相当額 89百万円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする定額法に

よっております。

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする定額法に

よっております。

２　転リース

 　未経過リース料期末残高相当額
（借主側）

１年以内 1百万円

１年超 3　〃

合計 5　〃

（貸主側）

１年以内 1百万円

１年超 3　〃

合計 5　〃

２　転リース

 　未経過リース料期末残高相当額
（借主側）

１年以内 1百万円

１年超 2　〃

合計 3　〃

（貸主側）

１年以内 1百万円

１年超 2　〃

合計 3　〃

３　オペレーティング・リース取引

（借主側）

　　未経過リース料

１年以内 18百万円

１年超 12　〃

合計 30　〃

（減損損失について）
リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目
等の記載は省略しております。

３　オペレーティング・リース取引

（借主側）

　　未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 3　〃

合計 4　〃

（減損損失について）
同左
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの

①　株式 1,840 3,301 1,460

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 1,840 3,301 1,460

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの

①　株式 77 65 △11

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 77 65 △11

合計 1,918 3,367 1,449

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

①　株式 25 23 ―

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

合計 25 23 ―

　

３　時価評価されていない主な有価証券

　

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

非上場株式 34

合計 34

(注)　当連結会計年度においてその他有価証券の非上場株式について４百万円減損処理を行っております。
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当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えるもの

①　株式 1,050 2,011 960

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 1,050 2,011 960

連結貸借対照表計上額が取得原価を超
えないもの

①　株式 927 830 △ 97

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

小計 927 830 △ 97

合計 1,977 2,841 863

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

種類
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

①　株式 24 8 2

②　債券 ― ― ―

③　その他 ― ― ―

合計 24 8 2

　

３　時価評価されていない主な有価証券

　

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)

その他有価証券

譲渡性預金 2,550

非上場株式 28

合計 2,578

(注)　当連結会計年度においてその他有価証券の非上場株式について２百万円減損処理を行っております。

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

①　債券 ― ― ― ―

②　その他

　　譲渡性預金 2,550 ― ― ―

合計 2,550 ― ― ―
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(デリバティブ取引関係)
　

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　取引の状況に関する事項

　(1) 取引の内容及び利用目的等

　　　変動金利の借入金調達資金を固定金利の資金調達に換えるた

め、金利スワップ取引を行っております。

　　　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っておりま

す。

１　取引の状況に関する事項

　(1) 取引の内容及び利用目的等

　　　　通常の営業過程における輸入取引の為替相場の変動によるリ

スクを軽減するため、為替予約取引を行っております。

　また、変動金利の借入金調達資金を固定金利の資金調達に

換えるため、金利スワップ取引を行っております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行ってお

ります。

　　①　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　ヘッジ手段―金利スワップ

　　　　ヘッジ対象―借入金の利息

　　①　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　ヘッジ手段―先物為替予約、金利スワップ

　　　　 ヘッジ対象―外貨建金銭債務及び外貨建

　　　　　　　　　　 予定取引、借入金の利息

　　②　ヘッジ方針

　　　　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を

行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っており

ます。

　　②　ヘッジ方針

　　　　為替相場の変動によるリスクを軽減するために、先物為替予定

取引について実需の範囲内で行うこととしております。ま

た借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ

取引を行っております。

　　③　ヘッジの有効性評価の方法

　　　　リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす金利スワップを

締結しております。

　　　ⅰ　金利スワップの想定元本と長期借入金の元本金額が一致してい

る。

　　　ⅱ　金利スワップと長期借入金の契約期間及び満期が一致してい

る。

　　　ⅲ　長期借入金の変動金利のインデックスと金利スワップで受払い

される変動金利のインデックスが一致している。

　　　ⅳ　長期借入金と金利スワップの金利改定条件が一致している。

　　　ⅴ　金利スワップの受払い条件がスワップ期間を通して一定であ

る。

　　　　従って、金利スワップの特例処理の要件を満たしているので決

算日における有効性の評価を省略しております。

　　③　ヘッジの有効性評価の方法

　　　　リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす金利スワップを

締結しております。

　　　ⅰ　金利スワップの想定元本と長期借入金の元本金額が一致してい

る。

　　　ⅱ　金利スワップと長期借入金の契約期間及び満期が一致してい

る。

　　　ⅲ　長期借入金の変動金利のインデックスと金利スワップで受払い

される変動金利のインデックスが一致している。

　　　ⅳ　長期借入金と金利スワップの金利改定条件が一致している。

　　　ⅴ　金利スワップの受払い条件がスワップ期間を通して一定であ

る。

　　　　従って、金利スワップの特例処理の要件を満たしているので決

算日における有効性の評価を省略しております。

　　　　　また、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、同一通貨

建による同一期日のものをそれぞれ振当てているため、そ

の後の為替相場の変動による相関関係は確保されており、

その判定をもって有効性の判定に代えておりますので、決

算日における有効性の評価を省略しております。

　(2) 取引に対する取組方針

　　　変動金利を固定金利に変換する目的で金利スワップ取引を利

用しているのみであり、投機目的の取引及びレバレッジ効

果の高いデリバティブ取引は行わない方針であります。

　(2) 取引に対する取組方針

　　　　通貨関連におけるデリバティブ取引については主としてドル

建ての仕入契約をヘッジするためのものであるため、外貨

建買掛金及び成約高の範囲で行うこととし、投機目的のた

めのデリバティブ取引は行わない方針であります。

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　　　　金利関係のデリバティブ取引については、変動金利を固定金

利に変換する目的で金利スワップ取引を利用しているのみ

であり、投機目的の取引及びレバレッジ効果の高いデリバ

ティブ取引は行わない方針であります。
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　(3) 取引に関するリスクの内容

　　　金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有してお

ります。

　　　なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国

内の銀行であるため、相手先の契約不履行によるいわゆる

信用リスクは、ほとんど無いと判断しております。

　(3) 取引に関するリスクの内容

　　　　通貨関連における先物為替予約取引には、為替相場の変動に

よるリスクを有しております。

　金利関連における金利スワップ取引においては、市場金利

の変動によるリスクを有しております。

　通貨関連及び金利関連とも当社のデリバティブ取引の契

約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手

先の契約不履行によるいわゆる信用リスクはほとんどない

と判断しています。

　(4) 取引に係るリスク管理体制

　　　デリバティブ取引の実行及び管理は、内規に基づき財務部が

行っております。

　(4) 取引に係るリスク管理体制

同左

２　取引の時価等に関する事項

　　該当事項はありません。

２　取引の時価等に関する事項

同左

　　

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を

適用しておりますので、注記の対象から除いております。

　　

なお、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っておりま

すが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記の

対象から除いております。
　　

次へ
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要
　

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び

退職一時金制度を設けております。また、総合設立型の厚生

年金基金制度(西日本段ボール厚生年金基金)に加入してお

ります。一部子会社が中小企業退職金共済制度に加入して

おります。

　なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した

数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金

を支払う場合があります。

同左

　

２　退職給付債務に関する事項
　

前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

①　退職給付債務 △5,263百万円 △5,264百万円

②　年金資産 3,018百万円 2,859百万円

③　未積立退職給付債務(①＋②) △2,244百万円 △2,405百万円

④　未認識数理計算上の差異 △245百万円 △104百万円

⑤　退職給付引当金(③＋④) △2,490百万円 △2,509百万円

　

３　退職給付費用に関する事項
　

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

①　勤務費用 226百万円 229百万円

②　利息費用 129百万円 105百万円

③　期待運用収益 △71百万円 △60百万円

④　数理計算上の差異の費用処理額 7百万円 △5百万円

　　小　計 292百万円 268百万円

⑤　厚生年金基金拠出金 274百万円 270百万円

⑥　中小企業退職金共済拠出金 4百万円 7百万円

⑦　割増退職金等 13百万円 1百万円

　　合　計 585百万円 548百万円

(注)　西日本段ボール厚生年金基金制度については、自社の拠出に対する年金資産の額を合理的に計算することができ

ないため、掛金拠出金のうち従業員負担部分を除いて退職給付費用として処理しております。

なお、掛金拠出割合に基づく年金資産の額は、前連結会計年度では6,472百万円、当連結会計年度では6,329百万円

であります。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　

前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

①　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

②　割引率 2.0％ 2.0％

③　期待運用収益率 2.5％ 2.0％

④　数理計算上の差異の処理年数
　　(翌期から定額均等費用処理)

10年 10年

⑤　会計基準変更時差異の処理年数 5年 5年
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(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成18年12月31日)

当連結会計年度
(平成19年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 47

賞与引当金否認額 64

未払事業税否認額 114

退職給付引当金否認額 1,008

役員退職慰労引当金否認額 85

損金不算入の営業権償却額 60

減損損失 149

その他 206

繰延税金資産小計 1,736

評価性引当額 △158

繰延税金資産合計 1,577

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 232

その他有価証券評価差額金 586

繰延税金負債合計 819

繰延税金資産(負債)の純額 758

　(注)　当連結会計年度における繰延税金資産(負債)の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産―繰延税金資産 206百万円

固定資産―繰延税金資産 552

固定負債―その他(繰延税金負債) 0

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金 34

賞与引当金 66

未払事業税 108

退職給付引当金 1,012

役員退職慰労引当金 106

減損損失 149

その他 194

繰延税金資産小計 1,672

評価性引当額 △ 226

繰延税金資産合計 1,446

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 222

その他有価証券評価差額金 349

その他 7

繰延税金負債合計 579

繰延税金資産(負債)の純額 866

　(注)　当連結会計年度における繰延税金資産(負債)の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産―繰延税金資産 195百万円

固定資産―繰延税金資産 670

固定負債―その他(繰延税金負債) 0

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金算入されない項
目 1.1％
受取配当等永久に益金算入されない
項目 △0.8％

住民税均等割等 0.8％

評価性引当額 3.2％

その他 △0.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担
率

44.0％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金算入されない項
目 1.1％
受取配当等永久に益金算入されない
項目 △0.8％

住民税均等割等 0.5％

評価性引当額 1.2％

その他 1.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担
率

43.7％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

　
紙加工品
事業
(百万円)

化成品
事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

44,918 19,185 16,682 80,786 ― 80,786

(2) セグメント間の
　　内部売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 44,918 19,185 16,682 80,786 ― 80,786

営業費用 41,078 17,991 15,421 74,491 1,005 75,497

営業利益 3,840 1,194 1,260 6,295 (1,005) 5,289

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び
資本的支出

資産 24,055 9,697 6,627 40,380 8,139 48,520

減価償却費 634 160 26 820 10 831

減損損失 231 78 59 369 ― 369

資本的支出 848 173 121 1,144 1 1,145

(注) １　事業区分は、製品の種類により区分しております。

２　各事業の主な製品　　紙加工品事業……紙袋、紙器、段ボール箱、段ボール、洋服箱、印刷

　　　　　　　　　　　　化成品事業………ポリ袋、テーラーバッグ

　　　　　　　　　　　　その他事業………繊維品、その他雑貨

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,031百万円であり、その主なものは、

親会社の管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は8,139百万円であり、その主なものは、親会社での余

資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

５　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却が含まれております。

６　会計処理の変更

　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号)を適用しておりますが、各セグ

メントの営業利益に与える影響は軽微であります。
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当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

　
紙加工品
事業
(百万円)

化成品
事業
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

47,462 18,392 17,705 83,561 ― 83,561

(2) セグメント間の
　　内部売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 47,462 18,392 17,705 83,561 ― 83,561

営業費用 43,433 17,353 16,337 77,124 1,066 78,190

営業利益 4,029 1,038 1,368 6,437 (1,066) 5,371

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

資産 27,558 10,381 7,617 45,558 6,134 51,692

減価償却費 706 146 26 879 8 887

資本的支出 1,506 437 218 2,162 0 2,162

(注) １　事業区分は、製品の種類により区分しております。

２　各事業の主な製品　　紙加工品事業……紙袋、紙器、段ボール箱、段ボール、洋服箱、印刷

　　　　　　　　　　　　化成品事業………ポリ袋、テーラーバッグ

　　　　　　　　　　　　その他事業………繊維品、その他雑貨

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,101百万円であり、その主なものは、

親会社の管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,134百万円であり、その主なものは、親会社での余

資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。

５　減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却が含まれております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれ

も90％を超えているため、その記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれ

も90％を超えているため、その記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

役員及び個人主要株主等

　

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

役員の
近親者

森田房子 ― ― なし なし なし なし 土地の賃借 7百万円 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　近隣の取引実勢に基づいて交渉のうえ賃借料を決定しております。

　

当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

役員及び個人主要株主等

　

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

役員の
近親者

森田房子 ― ― なし なし なし なし 土地の賃借 7百万円 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　近隣の取引実勢に基づいて交渉のうえ賃借料を決定しております。
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 1,194.85円 １株当たり純資産額 1,312.58円

１株当たり当期純利益 153.22円 １株当たり当期純利益 169.47円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため、記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

前連結会計年度末
(平成18年12月31日)

当連結会計年度末
(平成19年12月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 21,752百万円 23,924百万円

普通株式に係る純資産額 21,752百万円 23,895百万円

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり
純資産額の算定に用いられた普通株式に係る連結会
計年度末の純資産額との差額　

― 28百万円

（うち少数株主持分） （―） （28百万円）

普通株式の発行済株式数 19,360,000株 19,360,000株

普通株式の自己株式数 1,154,515株 1,154,871株

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数

18,205,485株 18,205,129株

２　１株当たり当期純利益

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 2,789百万円 3,085百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益 2,789百万円 3,085百万円

普通株式の期中平均株式数 18,205,565株 18,203,835株
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(重要な後発事象)

 前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

平成19年２月15日開催の取締役会において、「日幸印刷株式会社」の株式を追加取得し、子会社化す

ることを決議しております。

１　主旨及び目的

　　印刷紙器事業の拡大と連結業績の向上

２　株式取得先

　　同社既存大株主からの譲り受け

３　会社名

　　日幸印刷株式会社

４　事業内容

　　印刷事業

５　規模

　　平成18年９月期

　　　売上高　　　　　　　625百万円

　　　経常利益　　　　　　 55百万円

　　　総資産　　　　　　　498百万円

　　　純資産　　　　　　　 81百万円

６　株式取得日

　　平成19年４月２日予定

７　取得株式数

　　36,000株(取得後の所有割合　100.0％)

８　取得価額

　　80百万円　

　

 当連結会計年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 730 335 1.3 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 180 1.4 ―

長期借入金(１年以内に返済予定の
ものを除く。)

― 165 1.5
平成21年３月～
平成22年３月

その他の有利子負債 ― ― ― ―

合計 730 680 ― ―

(注)　１ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

 ２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下の通りで

あります。

１年超２年以内(百
万円)

２年超３年以内(百
万円)

３年超４年以内(百
万円)

４年超５年以内(百
万円)

長期借入金 135 30 ― ―

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

　
前事業年度

(平成18年12月31日)
当事業年度

(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 4,116 2,653

　２　受取手形 ※３ 4,251 4,425

　３　売掛金 ※２ 16,578 16,741

　４　材料売掛金 340 391

　５　有価証券 ― 2,550

　６　製品商品 3,449 3,560

　７　材料 267 366

　８　仕掛品半製品 452 386

　９　貯蔵品 20 24

　10　前渡金 10 18

　11　前払費用 22 16

　12　繰延税金資産 189 186

　13　その他 ※２ 94 57

　14　貸倒引当金 △ 31 △ 32

　　　流動資産合計 29,76063.0 31,34562.6

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　 (1)　建物 2,911 3,963

　 (2)　構築物 94 117

　 (3)　機械装置 2,412 2,680

　 (4)　車両運搬具 24 19

　 (5)　工具器具備品 184 196

　 (6)　土地 5,606 5,595

　 (7)　建設仮勘定 419 63

　　　有形固定資産合計 11,65424.6 12,63625.3
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　 前事業年度
(平成18年12月31日)

当事業年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　２　無形固定資産

　 (1)　借地権 30 30

　 (2)　ソフトウェア 122 100

　 (3)　電話加入権 0 0

　 (4)　その他 2 1

　　　無形固定資産合計 155 0.3 132 0.3

　３　投資その他の資産

　 (1)　投資有価証券 3,401 2,868

　 (2)　関係会社株式 1,072 1,156

　 (3)　出資金 181 158

　 (4)　関係会社出資金 58 320

　 (5)　長期貸付金 57 64

　 (6)　従業員長期貸付金 70 76

　 (7)　関係会社長期貸付金 ― 248

　 (8)　破産更生債権等 24 27

　 (9)　長期前払費用 38 83

　 (10) 繰延税金資産 552 649

　 (11) 保険料積立金 57 57

　 (12) 差入保証金 319 310

　 (13) 貸倒引当金 △ 130 △ 99

　　　投資その他の資産合計 5,70412.1 5,92211.8

　　　固定資産合計 17,51437.0 18,69137.4

　　　資産合計 47,274100.0 50,037100.0
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　 前事業年度
(平成18年12月31日)

当事業年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※３ 9,538 9,872

　２　買掛金 ※２ 9,741 10,006

　３　短期借入金 730 335

　４　１年以内返済予定の
　　　長期借入金

― 180

　５　未払金 545 798

　６　未払費用 186 197

　７　未払法人税等 1,349 1,361

　８　未払消費税等 82 17

　９　前受金 22 20

　10　預り金 178 193

　11　賞与引当金 150 153

　12　役員賞与引当金 29 29

　13　設備関係支払手形 627 578

　　　流動負債合計 23,18049.1 23,74447.5

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ― 165

　２　退職給付引当金 2,490 2,476

　２　役員退職慰労引当金 210 257

　３　受入保証金 3 4

　　　固定負債合計 2,7045.7 2,9025.8

　　　負債合計 25,88454.8 26,64753.3

　

前事業年度
(平成18年12月31日)

当事業年度
(平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 2,2004.7 2,2004.4

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 2,290 2,290

　　(2) その他資本剰余金 ― 0

　　　資本剰余金合計 2,2904.8 2,2904.6

　３　利益剰余金
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　　(1) 利益準備金 449 449

　　(2) その他利益剰余金

　　　　買換資産圧縮積立金 341 327

　　　　別途積立金 13,701 15,651

　　　　繰越利益剰余金 2,539 2,942

　　　利益剰余金合計 17,03236.0 19,37038.7

　４　自己株式 △ 994△ 2.1 △ 995△ 2.0

　　　株主資本合計 20,52743.4 22,86545.7

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

861 514

　２　繰延ヘッジ損益 ― 10

　　　評価・換算差額等合計 861 1.8 524 1.0

　　　純資産合計 21,38945.2 23,39046.7

　　　負債及び純資産合計 47,274100.0 50,037100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 74,442100.0 77,099100.0

Ⅱ　売上原価 ※５

　１　製品商品期首たな卸高 2,932 3,449

　２　当期製品製造原価 17,421 18,153

　３　当期商品仕入高 40,343 41,549

　　　合計 60,697 63,151

　４　製品商品期末たな卸高 3,449 57,24776.9 3,560 59,59177.3

　　　売上総利益 17,19423.1 17,50722.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※５

　１　荷造費・運送費 3,431 3,452

　２　広告宣伝費 83 94

　３　試作研究見本品費 156 145

　４　貸倒引当金繰入額 12 19

　５　給料手当 3,807 3,849

　６　賞与引当金繰入額 91 93

　７　役員賞与引当金繰入額 29 29

　８　退職給付費用 334 319

　９　役員退職慰労
　　　引当金繰入額

34 47

　10　福利厚生費 480 511

　11　交際費 97 94

　12　旅費交通費 196 207

　13　消耗品費 74 85

　14　支払手数料 499 530

　15　減価償却費 234 226

　16　賃借料 2,370 2,377

　17　その他 677 12,61216.9 636 12,71916.5

　　　営業利益 4,5826.2 4,7886.2
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　 前事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益 ※１

　１　受取利息 66 69

　２　有価証券利息 ― 12

　３　受取配当金 123 148

　４　賃貸料 118 112

　５　受取保険金 5 0

　６　受取手数料 65 63

　７　その他 17 398 0.5 51 457 0.6

Ⅴ　営業外費用 ※１

　１　支払利息 17 28

　２　為替差損 43 ―

　３　損害賠償金 17 2

　４　損失補填金 5 0

　５　その他 6 89 0.1 4 35 0.0

　　　経常利益 4,8906.6 5,2106.8

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※２ 12 112

　２　投資有価証券売却益 23 8

　３　貸倒引当金戻入益 28 64 0.0 ― 120 0.1

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※３ 0 11

　２　固定資産除却損 ※４ 71 190

　３　投資有価証券売却損 ― 2

　４　投資有価証券評価損 4 2

　５　電話加入権評価損 23 ―

　６　会員権等評価損 ― 3

　７　減損損失 ※６ 369 468 0.6 ― 211 0.3

　　　税引前当期純利益 4,4866.0 5,1206.6

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

2,044 2,062

　　　法人税等調整額 △ 23 2,0202.7 136 2,1982.8

　　　当期純利益 2,4663.3 2,9213.8
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 9,369 52.2 9,924 53.4

Ⅱ　労務費 3,075 17.1 3,214 17.3

Ⅲ　経費

　　１　外注費 2,588 2,580

　　２　消耗印版費 1,045 1,064

　　３　減価償却費 542 571

　　４　修繕費 239 203

　　５　動力費 335 340

　　６　消耗品費 127 135

　　７　その他 621 534

　　経費合計 5,500 30.7 5,431 29.3

　　当期総製造費用 17,944100.0 18,569100.0

　　仕掛品半製品期首たな卸高 388 452

　　　合計 18,333 19,021

　　他勘定振替高 ※ 459 481

　　仕掛品半製品期末たな卸高 452 386

　　当期製品製造原価 17,421 18,153

当社の原価計算方法は、原則として原価計算基準に基づき組別総合原価計算を実施し、一期間の製品、半製品等の受払は予

定価格で行い、期末に当期における組別の実際完成品総合原価により、実際原価に修正する方法を採用しております。

　

(注)　※他勘定振替の内容は次のとおりであります。

　

摘要 前事業年度 当事業年度

外注先に対する半製品有償支給高(加工商

品の仕入は当期商品仕入高として計上して

おります)

433百万円 440百万円

荷造費等自家消費高 26百万円 40百万円

受取工賃 0百万円 0百万円
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成17年12月31日残高(百万円) 2,200 2,290 2,290

事業年度中の変動額

　剰余金の配当(注１)

　当期純利益

　自己株式の取得

　買換資産圧縮積立金の取崩(注2)

　別途積立金の積立(注３)

　役員賞与(注３)

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― ― ―

平成18年12月31日残高(百万円) 2,200 2,290 2,290 

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計買換資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成17年12月31日残高(百万円) 449 384 11,951 2,291 15,076 △993 18,572

事業年度中の変動額

　剰余金の配当（注１） △482 △482 △482

　当期純利益 2,466 2,466 2,466

　自己株式の取得 △0 △0

　買換資産圧縮積立金の取崩(注2) △42 42

　別途積立金の積立（注３） 1,750 △1,750

　役員賞与（注３） △28 △28 △28

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― △42 1,750 248 1,955 △0 1,955

平成18年12月31日残高(百万円) 449 341 13,701 2,539 17,032 △994 20,527

　
評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日残高(百万円) 1,100 1,100 19,672

事業年度中の変動額

　剰余金の配当（注１） △482

　当期純利益 2,466

　自己株式の取得 △0 

　買換資産圧縮積立金の取崩(注2)

　別途積立金の積立（注３）

　役員賞与（注３） △28

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額(純額)

△238 △238 △238

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△238 △238 1,716

平成18年12月31日残高(百万円) 861 861 21,389

 （注)　１平成18年３月の定時株主総会における利益処分による剰余金の配当245百万円及び当事業年度中間期末の剰余金の配当236

百万円であります。

　 ２平成18年３月の定時株主総会における利益処分による取崩し16百万円及び当事業年度決算手続きによる取崩し25百万円で

あります。

　 ３平成18年３月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年12月31日残高(百万円) 2,200 2,290 ― 2,290

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分 0 0

　買換資産圧縮積立金の取崩

　別途積立金の積立

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― ― 0 0

平成19年12月31日残高(百万円) 2,200 2,290 0 2,290

　
株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計買換資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日残高(百万円) 449 341 13,701 2,539 17,032 △994 20,527

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △582 △582 △582

　当期純利益 2,921 2,921 2,921

　自己株式の取得 △1 △1

　自己株式の処分 0 0

　買換資産圧縮積立金の取崩 △14 14

　別途積立金の積立 1,950 △1,950

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― △14 1,950 402 2,338 △0 2,337

平成19年12月31日残高(百万円) 449 327 15,651 2,942 19,370 △995 22,865

　
評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高(百万円) 861 ― 861 21,389

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △582

　当期純利益 2,921

　自己株式の取得 △1

　自己株式の処分 0

　買換資産圧縮積立金の取崩

　別途積立金の積立

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額(純額)

△347 10 △337 △337

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△347 10 △337 2,000

平成19年12月31日残高(百万円) 514 10 524 23,390
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重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社株式

　　　　……………移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社株式

同左

　　満期保有目的の債券

　　　償却原価法(定額法)

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　……………決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

　　　時価のないもの

　　　　……………移動平均法による原価法

　　　時価のないもの

同左

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

　　　デリバティブ

　　　　時価法

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

　　　デリバティブ

同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　材料・製品・商品・仕掛品・半製品

　　　　……………総平均法による低価法

　　　貯蔵品

　　　　……………最終仕入原価法による原価法

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　材料・製品・商品・仕掛品・半製品

同左

　　　貯蔵品

同左

４　固定資産の減価償却の方法

　　有形固定資産……定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法によっております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ４～12年

４　固定資産の減価償却の方法

　　有形固定資産

建物(建物付属設備を除く)

　①　平成10年３月31日以前に取得したもの…旧定率法によって

おります。 

　②　平成10年４月１日から平成19年３月31日までに取得したも

の…旧定額法によっております。

　③　平成19年４月１日以降に取得したもの…定額法によってお

ります。

建物以外(建物付属設備を含む)

　①　平成19年３月31日以前に取得したもの…旧定率法によって

おります。 

　②　平成19年４月１日以降に取得したもの…定率法によってお

ります。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ４～12年

　　無形固定資産……定額法

　　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

　　無形固定資産

同左

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

前事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)
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　(2) 賞与引当金

　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、過去の支給実績を

勘案し、当事業年度の負担すべき実際支給見込額を計上し

ております。

　(2) 賞与引当金

同左

　(3) 役員賞与引当金

　　　役員及び執行役員に支給する賞与の支給に備えるため、当事

業年度末における支給見込額を計上しております。

　(3) 役員賞与引当金

同左

　(4) 退職給付引当金

　　　従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上しており

ます。

　　　また、数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)による定額法により翌事業年度

から費用処理することとしております。

　(4) 退職給付引当金

同左

　(5) 役員退職慰労引当金

　　　役員及び執行役員に対する退職慰労金の支払に備えるため、

内規に基づく期末要支給額の100％を計上しております。

　(5) 役員退職慰労引当金

同左

　　　

６　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、期末決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

６　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左

７　リース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

７　リース取引の処理方法

同左

８　ヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用しております。

８　ヘッジ会計の方法

　①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約が付されている外貨建金銭債務については

振当処理を行っております。また、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たしておりますので特例処理を採

用しております。

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段-----金利スワップ

ヘッジ対象-----借入金の利息

　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段--先物為替予約

　　　　　　金利スワップ

ヘッジ対象--外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

　　　　　　借入金の利息

　③　ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取

引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行って

おります。

　③　ヘッジ方針

為替相場の変動によるリスクを軽減するために、先物為替

予約取引について、実需の範囲内で行うこととしておりま

す。また、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っております。

前事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

　④　ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているので決算日

における有効性の評価を省略しております。

　④　ヘッジ有効性評価の方法

先物為替予約については、ヘッジ対象に対し同一通貨建に

よる同一期日のものをそれぞれ振当てているため、その後

の為替相場の変動による相関関係は確保されており、その

判定をもって有効性の判定に代えておりますので、決算日

における有効性の評価を省略しております。また、金利ス

ワップの特例処理の要件を満たしておりますので、決算日

における有効性の評価を省略しております。

EDINET提出書類

ザ・パック株式会社(E00674)

有価証券報告書

66/89



９　その他財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　　税抜処理によっております。

９　その他財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理

同左
　　

会計処理の変更

　
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平

成15年10月31日　企業会計基準適用指針第６号）を適用し

ております。これにより税引前当期純利益は369百万円減少

しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則

に基づき当該各資産の金額から直接控除しております。

―――

(役員賞与に関する会計基準)

当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号）を適

用しております。

この結果、販売費及び一般管理費が29百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ同額減少し

ております。

―――

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会　平

成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はありません。

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は21,389

百万円であります。

財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等規則に

より作成しております。

―――

前事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

――― (有形固定資産の減価償却の方法)

当事業年度より、「所得税法等の一部を改正する法律」(平

成19年３月30日　法律第６号)及び「法人税法施行令の一部

を改正する政令」(平成19年３月30日　政令第83号)の法人

税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に基づく方法に変更してお

ります。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

　

表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)
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（損益計算書）

　前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示し

ておりました「損害賠償金」は、営業外費用の総額の100

分の10を超えたため区分掲記しました。

　なお、前事業年度における「損害賠償金」の金額は３百

万円であります。

―――

　

注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成18年12月31日)
当事業年度

(平成19年12月31日)

※１　有形固定資産の
　　　減価償却累計額

19,802百万円
※１　有形固定資産の
　　　減価償却累計額

19,701百万円

※２　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に

対するものは次のとおりであります。

売掛金 262百万円

未収入金 72　〃

買掛金 39　〃

※２　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に

対するものは次のとおりであります。

売掛金 307百万円

未収入金 4　〃

買掛金 82　〃

※３　期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処

理しております。したがって当期末日が金融機関の休日で

あったため次の期末日満期手形が期末残高に含まれており

ます。

受取手形 182百万円

支払手形 912　〃

※３　期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処

理しております。したがって当期末日が金融機関の休日で

あったため次の期末日満期手形が期末残高に含まれており

ます。

受取手形 215百万円

支払手形 903　〃
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおり

であります。

受取利息 3百万円

受取配当金 80　〃

賃貸料 55　〃

受取手数料 58　〃

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおり

であります。

受取利息 2百万円

受取配当金 95　〃

賃貸料 70　〃

受取手数料 56　〃

支払利息 5　〃

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地 12百万円

機械装置 0　〃

車両運搬具 0　〃

計 12　〃

※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

土地 42百万円

建物 64百万円

構築物 0百万円

機械装置 4　〃

車両運搬具 0　〃

計 112　〃

※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

借地権 0百万円

※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

機械装置 10百万円

車両運搬具 0　〃

工具器具備品 0　〃

計 11　〃

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 5百万円

構築物 1　〃

機械装置 55　〃

車両運搬具 0　〃

工具器具備品 3　〃

その他 4　〃

計 71　〃

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 130百万円

構築物 5　〃

機械装置 27　〃

車両運搬具 0　〃

工具器具備品 27　〃

計 190　〃

※５　一般管理費及び当期製造費用に含まれている研　究開発費

は、341百万円であります。

※５　一般管理費及び当期製造費用に含まれている研　究開発費

は、367百万円であります。

※６　当事業年度において、当社は以下の資産について減損損失

を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

山口県 遊休資産 土地 308

滋賀県 賃貸用資産 土地 60

　　　当社は、原則として、自社利用の事業用資産については所属事

業所ごとに、また遊休資産等については個別物件ごとにグ

ルーピングしております。

近年の著しい時価の下落により、上記資産の帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(369百万円)

として特別損失に計上しております。その内訳は、土地369

百万円であります。

なお遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、正味売却価額は不動産鑑定評価額に基づき算定し

ております。また、賃貸用資産の回収可能額は使用価値によ

り測定しており、将来キャッシュフローを４％で割引いて

算定しております。

※６　　　　　　　　　―――
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(株主資本等変動計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

自己株式の種類 普通株式

前事業年度末株式数 1,154,315株

当事業年度増加株式数 200株

当事業年度減少株式数 ― 株

当事業年度末株式数 1,154,515株

当事業年度増加株式数は、単元未満株式の取得によるもの

であります。

自己株式の種類及び株式数に関する事項

自己株式の種類 普通株式

前事業年度末株式数 1,154,515株

当事業年度増加株式数 471株

当事業年度減少株式数 115株

当事業年度末株式数 1,154,871株

当事業年度の株式数の増加471株は、単元未満株式の買取り

によるものであります。

減少115株は、買増請求によるものであります。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引
（借主側）
　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引
（借主側）
　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具
備品

367 197 169

機械装置 92 41 50

ソフト
ウェア

93 66 26

合計 552 306 246

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

工具器具
備品

281 167 114

機械装置 99 55 44

ソフト
ウェア

76 66 10

合計 458 288 169

　　　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。

　　　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 87百万円

１年超 158百万円

合計 246百万円

　　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支

払利子込み法」により算定しております。

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 74百万円

１年超 94百万円

合計 169百万円

　　　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支

払利子込み法」により算定しております。

　(3) 当事業年度の支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 99百万円

減価償却費相当額 99百万円

　(3) 当事業年度の支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 89百万円

減価償却費相当額 89百万円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする定額法に

よっております。

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする定額法に

よっております。

２　転リース

　未経過リース料期末残高相当額
（借主側）

１年以内 1百万円

１年超 3百万円

合計 5百万円

（貸主側）

１年以内 1百万円

１年超 3百万円

合計 5百万円

２　転リース

　未経過リース料期末残高相当額
（借主側）

１年以内 1百万円

１年超 2百万円

合計 3百万円

（貸主側）

１年以内 1百万円

１年超 2百万円

合計 3百万円

３　オペレーティング・リース取引
（借主側）
　　未経過リース料

１年以内 18百万円

１年超 12百万円

合計 30百万円

(減損損失について)
　リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目
等の記載は省略しております。

３　オペレーティング・リース取引
（借主側）
　　未経過リース料

１年以内 1百万円

１年超 3百万円

合計 4百万円

(減損損失について)
同左
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(有価証券関係)

　
前事業年度

(平成18年12月31日)
当事業年度

(平成19年12月31日)

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。

同左

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成18年12月31日)
当事業年度

(平成19年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 47

賞与引当金否認額 60

未払事業税否認額 105

退職給付引当金否認額 1,008

役員退職慰労引当金否認額 85

損金不算入の営業権償却額 60

減損損失 149

その他 202

繰延税金資産小計 1,720

評価性引当額 △158

繰延税金資産合計 1,561

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 232

その他有価証券評価差額金 586

繰延税金負債合計 819

繰延税金資産(負債)の純額 741

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 百万円

貸倒引当金 34

賞与引当金 62

未払事業税 104

退職給付引当金 1,002

役員退職慰労引当金 104

減損損失 149

その他 184

繰延税金資産小計 1,641

評価性引当額 △ 226

繰延税金資産合計 1,415

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 222

その他有価証券評価差額金 349

その他 7

繰延税金負債合計 579

繰延税金資産(負債)の純額 835

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金算入されない項

目

1.2％

受取配当等永久に益金算入されない

項目

△0.9％

住民税均等割等 0.8％

評価性引当額 3.5％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
45.0％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との

間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.5％

(調整)

交際費等永久に損金算入されない項

目

0.9％

受取配当等永久に益金算入されない

項目

△0.9％

住民税均等割等 0.7％

評価性引当額 1.3％

その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
42.9％
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(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

１株当たり純資産額 1,174.91円 １株当たり純資産額 1,284.81円

１株当たり当期純利益 135.45円 １株当たり当期純利益 160.46円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため、記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

　　　１　１株当たり純資産額

前事業年度
(平成18年12月31日)

当事業年度
(平成19年12月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 21,389百万円 23,390百万円

普通株式に係る純資産額 21,389百万円 23,390百万円

貸借対照表の純資産の部の合計額と１株当たり純資
産額の算定に用いられた普通株式に係る事業年度末
の純資産額との差額　

― ―

普通株式の発行済株式数 19,360,000株 19,360,000株

普通株式の自己株式数 1,154,515株 1,154,871株

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の
数

18,205,485株 18,205,129株

　　　２　１株当たり当期純利益

前事業年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

当事業年度
(自　平成19年１月１日
至　平成19年12月31日)

損益計算書上の当期純利益 2,466百万円 2,921百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る当期純利益 2,466百万円 2,921百万円

普通株式の期中平均株式数 18,205,565株 18,205,188株
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(重要な後発事象)

 前事業年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

平成19年２月15日開催の取締役会において、「日幸印刷株式会社」の株式を追加取得し、子会社化す

ることを決議しております。

１　主旨及び目的

　　印刷紙器事業の拡大と連結業績の向上

２　株式取得先

　　同社既存大株主からの譲り受け

３　会社名

　　日幸印刷株式会社

４　事業内容

　　印刷事業

５　規模

　　平成18年９月期

　　　売上高　　　　　　　625百万円

　　　経常利益　　　　　　 55百万円

　　　総資産　　　　　　　498百万円

　　　純資産　　　　　　　 81百万円

６　株式取得日

　　平成19年４月２日予定

７　取得株式数

　　36,000株(取得後の所有割合　100.0％)

８　取得価額

　　80百万円　

　

 当事業年度(自　平成19年１月１日　至　平成19年12月31日)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

その他有価証券

㈱チヨダ 198,126 385

タカラスタンダード㈱ 542,122 290

ハウス食品㈱ 137,562 258

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー
プ

245,840 257

丸紅㈱ 253,000 200

北越製紙㈱ 343,840 187

㈱丸井 144,961 159

㈱廣済堂 166,000 126

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 19,500 112

大王製紙㈱ 100,000 91

㈱フジ 30,016 52

㈱マックハウス 46,254 46

象印マホービン㈱ 115,530 46

旭松食品㈱ 57,000 38

イオン㈱ 21,940 35

三井トラスト・ホールディングス㈱ 41,472 35

㈱三井住友フィナンシャルグループ 42 35

㈱タイヨー 24,916 29

㈱コナカ 25,434 27

J.フロントレテイリング㈱ 25,200 24

日本紙パルプ商事㈱ 56,895 23

その他73銘柄 699,057 403

計 3,294,711 2,868
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【その他】

種類及び銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券)

その他有価証券

㈱三菱東京UFJ銀行譲渡性預金 2,100 2,100

㈱みずほ銀行譲渡性預金 450 450

計 2,550 2,550
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

建物 10,2261,397 435 11,188 7,224 221 3,963

構築物 503 34 6 531 413 10 117

機械装置 13,241 766 381 13,626 10,945 454 2,680

車両運搬具 154 11 69 97 77 10 19

工具器具備品 1,304 84 153 1,235 1,039 45 196

土地 5,606 ― 11 5,595 ― ― 5,595

建設仮勘定 419 1,565 1,922 63 ― ― 63

有形固定資産計 31,4563,860 2,97932,337 19,701 742 12,636

無形固定資産

借地権 30 ― ― 30 ― ― 30

ソフトウェア 286 28 38 277 176 50 100

電話加入権 0 ― ― 0 ― ― 0

その他 23 0 ― 23 22 ― 1

無形固定資産計 340 29 38 331 198 51 132

長期前払費用 99 74 15 159 76 29 83

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)１　当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　建物 東京本社 社屋新築 1,187百万円

大阪工場 クリーン化工事 123百万円

　機械装置 大阪工場 角底製袋機 86百万円

製版システム 78百万円

埼玉工場 製袋機 96百万円

奈良工場 Ａ段シングルフェーサー 135百万円

オートスプライサー 58百万円

　建設仮勘定 東京本社 社屋新築 993百万円

大阪工場 クリーン化工事 166百万円

奈良工場 Ａ段シングルフェーサー 142百万円

オートスプライサー 61百万円

　　２　当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

　建物 名古屋支社 旧社屋 124百万円
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 162 23 54 0 131

賞与引当金 150 153 150 ― 153

役員賞与引当金 29 29 29 ― 29

役員退職慰労引当金 210 47 ― ― 257

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、洗替による戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 40

預金の種類

　当座預金 2,442

　普通預金 116

　定期預金 50

　振替預金 3

　別段預金 1

預金計 2,613

合計 2,653

　

ロ　受取手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱スピンドル 263

㈱エブリワン 191

㈱ヴァンドーム・ヤマダ 167

シャディ㈱ 156

㈱チヨダ 134

その他 3,519

合計 4,425
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(ロ)期日別内訳

　

期日別 金額(百万円)

平成19年12月満期 215

平成20年１月 〃 1,167

　 〃 　２月 〃 1,185

　 〃 　３月 〃 1,091

　 〃 　４月 〃 504

　 〃 　５月 〃 188

　 〃 　６月 〃 38

　 〃 　７月以降満期 34

合計 4,425

　

ハ　売掛金(材料売掛金は外注先管理科目につき除いております。)

(イ)売掛金

　

相手先 金額(百万円)

ユニ・チャーム㈱ 595

チェルト㈱ 402

松下電器産業㈱ 396

㈱西武百貨店 319

㈱三越 265

その他 14,761

合計 16,741

(注)　上記売掛金のうち相手先がユニ・チャーム㈱、チェルト㈱および松下電器産業㈱のものについては、ファクタリン

グ取引契約によるものが含まれております。

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　
期首残高
(百万円)
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)÷(Ａ＋Ｂ)

平均滞留日数
(日)

16,578 80,954 80,791 16,741 82.3 74.1

(注) １　滞留日数の計算は次の算式によっております。

(Ａ)＋(Ｄ)
÷
(Ｂ)

×30日
２ 12

２　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。
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ニ　たな卸資産

　

内訳 金額(百万円)

製品商品

段ボール箱 35

段ボール 0

洋服箱 25

紙器 681

紙袋 1,288

ポリ袋 788

テーラー袋 67

値札 49

進物品 624

計 3,560

材料

段ボール用原紙 68

紙器・洋服箱用原紙 67

紙袋等用原紙 128

補助材料 102

計 366

仕掛品半製品

段ボール箱 11

洋服箱 1

紙器 157

紙袋 163

ポリ袋 45

値札 1

進物品 7

計 386

貯蔵品

印版材料 8

消耗工具 10

荷造材料等 4

計 24

合計 4,338
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②　負債の部

イ　支払手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

丸紅紙パルプ販売㈱ 326

三井物産㈱ 273

新生紙パルプ商事㈱ 253

大倉工業㈱ 218

福助工業㈱ 204

その他 8,597

合計 9,872

　

(ロ)期日別内訳

　

支払手形

期日別 金額(百万円)

平成19年12月満期 903

平成20年１月 〃 2,163

　 〃 　２月 〃 2,475

　 〃 　３月 〃 2,775

　 〃 　４月 〃 1,190

　 〃 　５月 〃 364

合計 9,872

　

ロ　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

福家實業有限公司 225

丸善工業㈱ 155

㈱アサクラ 138

七條紙商事㈱ 125

清水化学工業㈱ 115

その他 9,245

合計 10,006

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

野村證券株式会社　全国本支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り・買
増し

　　取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店

　　買取・買増手数料 無料

公告掲載方法
当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由により電
子公告による公告をすることが出来ない場合には、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載URL  http://www.thepack.co.jp/

株主に対する特典
毎年12月31日現在の株主に対し1,000円相当のＪＲオレンジカード、６月30日現在の株主
に対しカレンダーを贈呈

(注)　単元未満株式についての権利の制限は次のとおりであります。

当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

①会社法第189条第２項各号に掲げる権利

②取得請求権付株式の取得を請求する権利

③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

④単元未満株式の買増を請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

　
(1)
　

有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第55期)

自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日

平成19年３月29日
近畿財務局長に提出。

　
(2)
　

有価証券報告書の
訂正報告書

事業年度
(第55期)

自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日

平成19年４月６日
近畿財務局長に提出。

(3)臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第３号(特定子会社の異動)
に基づく臨時報告書

平成19年８月23日
近畿財務局長に提出。

(4)半期報告書 (第56期中)
自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日

平成19年９月28日
近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年３月29日

ザ・パック株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　原　　準　　平　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　田　　　 晃 　　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるザ・パック株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ザ・パック株式会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

追記情報

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度か

ら固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。

　

EDINET提出書類

ザ・パック株式会社(E00674)

有価証券報告書

86/89



独立監査人の監査報告書

　

平成20年３月28日

ザ・パック株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　原　　準　　平　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　田　　　 晃 　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているザ・パック株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、ザ・パック株式会社及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年３月29日

ザ・パック株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　原　　準　　平　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　田　　　 晃 　　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるザ・パック株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第55期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ザ・パック株式会社の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年３月28日

ザ・パック株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　田　　原　　準　　平　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　山　　田　　　 晃 　　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているザ・パック株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第56期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ザ・パック株式会社の平成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。
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